
【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

1. 車両情報管理（当初・更正）

1.1. 車両台帳管理

0010
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0020
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0030
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0040
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

■車両登録＞異動入力
9.車両コードは画面から容易に追加・修正・削
除できること。車両コードの選択時の入力候補
の表示・非表示ができること。
12.車両の動力（一般、電気等）、メーカー
名、排気単位（ＣＣ，ＫＷ等）、形状（箱型、
オートバイ等）、用途（乗用、貨物、農耕作業
用等）は画面から容易に設定できること。
25.車両情報は廃車も含めすべてのデータ、課
税情報は廃車後７年、未納分はすべてのデータ
を管理することができること。
15.電気自動車（kw）を管理できること。
（排気量の単位として、cc、ｌ、kw、PS、HP、
TKが管理できること。）
また、非課税商品車を管理できること。

8.8.3 車名設定
・登録画面で使用する車名の設定を行う。

・異動処理＞車両管理＞新規登録
33.車両の管理は「標識番号」ではなく、シス
テムで自動発番したユニークな番号で管理でき
ること。これにより「名義変更」等で標識番号
が変更となった場合でも、同一車両としての管
理ができること。
36.「車名」の追加、修正は職員で行えるこ
と。

・異動処理＞更正
48.入力項目全ての修正が可能なこと。

■入力・更新・削除
18.標識番号・車輌種別・車台番号・車輌型
式・認定番号・排気量・車名・申告区分・リー
ス区分が入力できること
※必須ではないが、通称名・試乗車改造車区分
があると望ましい

■画面表示
79.車輌情報（標識番号・車輌種別・車台番
号・車輌型式・認定番号・排気量・車名・申告
区分・リース区分・非課税情報・減免情報・異
動情報など）が表示されること

・車両管理＞管理項目
5.車両情報（標識番号（数字部分5桁）、車
種、通知書番号、定置場、登録年月日、型式、
年式、車名、車台番号、総排気量（cc、kW
等）、原動機の型式、型式認定番号、課税状態
（課税、非課税、課税免除、身障減免、構造減
免、試乗標識、課税保留等の課税区分）、標識
弁償金、課税変更日、廃車年月日、廃車事由、
修正年月日、修正事由、旧所有者、新旧標識）

・車両管理＞異動（車台変更）
36.車台番号、型式など車台変更ができるこ
と。

・車両管理＞修正
44.車両情報を修正できる機能があること。

・メモ機能
132.車両ごとにメモ機能があること。

1.1.車両情報管理
8.車両情報（名義情報、車台情報（車種、排気
量含む）、標識情報、所有者情報、使用者情
報、定置場情報、盗難情報等）の管理（登録、
修正）ができること。
10.車台番号は20桁以上管理できること
追加2.固定値の選択ではなく、排気量を任意に
設定できること。
（排気量の単位はCCで統一すること）

（黒字：必須）
課税客体の情報把握のうえで不可欠
な台帳管理機能のため必須機能と想
定している。

（緑字：要検討）
「形状」、「用途」については、自
治体間で運用に差異があると思われ
るが、業務要求を満たせる定義方法
の検討を行う。

（その他）
各管理項目の桁数、単位は中間標準
レイアウトに定められているもので
充足するか確認を行う。

■検討事項
①各データ項目について、「減免対象の判定に用いる」「項目間
で整合性が取れているか確認することで入力ミスのチェックを行
う」など関連して必要な機能はないか。
　想定例）「形状」は、「構造による減免」を判定するキーとな
る。また、「車種」と突合して入力ミスのチェックを行う。
②車両情報のデータ管理年限について、各団体の認識で必要な管
理年数は以下のうちどれか。
　a）B市記載の通り（車両情報は廃車後７年、未納分は全件）
　b）廃車分含め過去分は全件保持
　c）上記以外

■確認事項
①車台番号は中間標準レイアウトで15桁と定義されているが、当
該桁数で支障があるか（20桁以上が必須か）。
②「リース区分」について、「所有形態区分」に含まれると想定
しているが相違ないか。また、当該区分の利用方法について、以
下のうちどれにあたるか。
　a)「リース区分」のある車両について、台帳登録情報の整合性
チェックを行う（例：該当車両の納税義務者が所有者に設定され
ているか）
　b)「リース区分」のある車両に対して、何らかの通知を送付す
るなどの個別対応を行う
　c)上記以外
③B市記載の「車両コード」は具体的にどのようなものか。（コー
ド管理は9.1.1.に定義があるため、要件の反映要否を確認）
④「電気自動車」「非課税商品車」「試乗車区分」「改造車区
分」について、それぞれ以下のどれに該当するか。
　a）専用の区分が必要
　b）他の項目で判別できれば問題ない
　c）備考欄で管理できれば問題ない
　d）上記以外
■確認事項
①基本的には当該区分の車両を「課税保留」にする運用を想定し
ているが、他に業務要件として想定される運用はあるか。
なお、盗難車の管理・課税の運用パターンについて、以下を想定
しているが、該当するものはあるか。
　a)盗難車区分を設定し、当該車両を課税保留として処理する
（自動または手動での連動）
　b)課税保留の事由「盗難車」として登録、処理を行う
　c)上記以外

（黒字：必須）
要件に上がっているケースは少ない
が、盗難の届け出があった車両を課
税保留にするなどの対応は全国自治
体で共通して行う業務のため、必須
機能と想定している。

1.1.車両情報管理
8.車両情報（名義情報、車台情報（車種、排気
量含む）、標識情報、所有者情報、使用者情
報、定置場情報、盗難情報等）の管理（登録、
修正）ができること。

■車両登録＞異動入力
2.標識弁償金の有無、標識交付証明書の返納の
有無の入力ができること。

■入力・更新・削除
18.標識番号・車輌種別・車台番号・車輌型
式・認定番号・排気量・車名・申告区分・リー
ス区分が入力できること
※必須ではないが、通称名・試乗車改造車区分
があると望ましい
29.廃車事由・廃車年月日・標識回収情報・標
識弁償金情報が入力できること

・車両管理＞管理項目
5.車両情報（標識番号（数字部分5桁）、車
種、通知書番号、定置場、登録年月日、型式、
年式、車名、車台番号、総排気量（cc、kW
等）、原動機の型式、型式認定番号、課税状態
（課税、非課税、課税免除、身障減免、構造減
免、試乗標識、課税保留等の課税区分）、標識
弁償金、課税変更日、廃車年月日、廃車事由、
修正年月日、修正事由、旧所有者、新旧標識）

・車両管理＞異動（標識変更）
29.標識変更の処理ができること。

1.1.車両情報管理
5.標識弁償金の有無、標識交付証明書の返納の
有無の入力ができること。
8.車両情報（名義情報、車台情報（車種、排気
量含む）、標識情報、所有者情報、使用者情
報、定置場情報、盗難情報等）の管理（登録、
修正）ができること。

（黒字：必須）
各種行政を遂行する上で不可欠な台
帳管理機能のため必須機能と想定し
ている。

（黒字：必須）
Y社、T社で記載されている一方で自
治体側の記載が少ないが、試乗標識
及び仮ナンバーの発行業務自体は法
定の業務と見受けられる。発行した
標識について、エクセル等のシステ
ム外管理を行っているケースもある
と考えられるが、システム対応が運
用上望ましいのであれば必須機能と
する方向で検討を進める。

（緑字：要検討）
具体的な管理対象項目をどのように
定義するかについては、業務上の必
要性を踏まえて検討する。

・試乗標識管理
129.試乗標識の交付状況を管理し、試乗標識交
付証明書、試乗標識返納申告受付書が作成でき
ること。

車台情報の管理（登録、修正、削除）が
できること。

【管理対象項目】
軽自管理番号
登録年月日
車種
燃料の種類
メーカー
型式
型式番号
年式
車名
排気区分
排気量
原動機の型式
型式認定番号
形状
用途
車台番号
初度検査年月
車検年月日
所有形態区分
特記事項

車台情報管理1.1.1.

盗難車区分についても管理（登録、修
正、削除）できること。

1.1.2.

標識情報の管理（登録、修正、削除）が
できること。

【管理対象項目】
車両番号（標識番号）
発行日
回収区分
弁償金

1.1.3.

試乗標識及び仮ナンバーを管理（登録、
修正、削除）できること。

【管理対象項目】
申請情報
発行日
貸与期間
回収状況

1.1.4.

標識情報管理

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

No.1_30

【凡例】

・黒字:事務局案で必須

・赤字:事務局案で不要(太字)

・青字:事務局案でオプション（斜め字）

・緑字:必要性について疑義がある（下線）
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修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0050
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0060
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
氏名～連絡先情報を宛名情報とまとめて記載して良いと考える。

D市 ②補足事項・疑義あり マイナンバーについて、「※個人番号（マイナンバー）については、
業務システムで管理するほか団体内統合宛名等のサブシステムから都
度連携する仕様も可とする。」とあるが、現状、軽自動車税申告書に
マイナンバーの記載欄は無く、減免申請時以外にマイナンバーを記入
してもらうことも無いため、今後マイナンバーを活用する想定とし
て、住基等と連携せずにマイナンバーを管理することは不可能なので
はないか。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）氏名～連絡先情報について
宛名情報とまとめて記載で問題ない。

I市 ②補足事項・疑義あり 連絡先情報とは電話番号も含まれていると解釈しているが、当市では
電話番号を宛名情報の中で管理していない。各自治体で「宛名情報」
というものが同一であればよいが、そうでない場合はまとめずに、項
目を列挙した方がよいと思う。
また、削除された項目にそもそも宛名番号の記載がないが、宛名情報
には必ず「宛名番号」が必要。

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0070
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
氏名～連絡先情報を宛名情報とまとめて記載して良いと考える。

D市 ②補足事項・疑義あり 宛名管理側とは、団体内統合宛名等のシステム側という認識でよろし
いか。それならば、個人番号や法人番号、世帯番号、住基喪失情報も
宛名管理で登録し情報連携すれば良いのではないか。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ②補足事項・疑義あり 1.1.6の回答参照

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0080
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ②補足事項・疑義あり

・車両管理＞管理項目
2.所有者情報（個人法人コード、カナ氏名、漢
字等氏名、住所、郵便番号、方書、生年月日、
住基喪失情報（喪失日、喪失事由））
3.使用者情報（所有者情報と同一項目）

1.1.車両情報管理
8.車両情報（名義情報、車台情報（車種、排気
量含む）、標識情報、所有者情報、使用者情
報、定置場情報、盗難情報等）の管理（登録、
修正）ができること。

■検討事項
①個人番号（マイナンバー）について、業務上どのように活用で
きるか。
②個人番号（マイナンバー）の管理方法として以下を想定してい
るが、他に考えられる管理方法はあるか。
　a）団体内統合宛名システムから都度呼び出す（業務システムで
管理を行わない）
　b）業務システム内で管理を行う

■確認事項
①住基喪失情報について転出・死亡者の管理を行うものか。もし
くは以下のようなケースを管理する場合は後続の事務処理を確認
したい。
　a)海外転出
　b)日本国籍の喪失
　c)それ以外

（黒字：必須）
業務上不可欠な台帳管理機能のため
必須機能と想定している。

（緑字：要検討）
住基喪失情報について、業務運用を
確認のうえ定義方法を検討する。

■検討事項
①個人番号（マイナンバー）について、業務上どのように活用で
きるか。

■確認事項
①B市記載の「納税義務者番号」について、台帳上の管理番号の認
識で相違ないか。

（黒字：必須）
課税客体の把握を行う上で不可欠な
台帳管理機能のため必須機能と想定
している。

1.1.車両情報管理
21.納税義務者情報（定置場情報、特記事項等
含む）の管理（登録、修正、削除）ができるこ
と。

・車両管理＞納税義務者
50.所有者・使用者を管理でき、車両毎に納税
義務者を所有者・使用者のどちらにするか入力
確定時に指定できること。ただし、初期値は所
有者とすること。

・メモ機能
133.納税義務者ごとにメモ機能があること。

■入力・更新・削除
16.所有者・使用者・定置場情報が入力できる
こと

・異動処理＞車両管理＞新規登録
29.車両を「納税義務者」で管理でき、「所有
者」と「使用者」を別途設定できること。
31.車両の「定置場所」を登録できること。登
録の際には納税義務者の「住所」を初期表示で
き、修正入力もできること

8.1.4 課税者情報登録
・送付情報、記事情報、定置場情報等の登録・
変更・削除を行う。

■車両登録＞異動入力
1.内容異動（職権修正）は、車台変更・標識番
号変更・その他の異動ができること。また、そ
の他の異動は、すべての項目の変更（所有者、
使用者、標識番号、課税内容（課税、非課税、
減免未申告、減免　条例第７８条（その他特別
の事情）、減免　条例第７９条（身体障害者
等）、課税保留、課税免除））、所有権留保解
除、誤登録抹消、誤廃車復活、誤抹消復活）が
できること。
項目修正（形状（車名、年式、型式、車台番
号、原動機番号、総排気量、認定番号）、取得
日、廃車日、定置場、標識返納有無、標識返納
日、標識返納理由、申告日、納税義務者番号）
ができること
13.使用者・所有者を管理でき、車両毎に納税
義務者を使用者・所有者どちらにするか入力確
定時に選択できること。

・異動処理＞車両管理＞新規登録
31.車両の「定置場所」を登録できること。登
録の際には納税義務者の「住所」を初期表示で
き、修正入力もできること

■入力・更新・削除
31.定置場情報が納税義務者住所・所有者住
所・使用者住所を引用して登録できること、ま
たは直接入力により登録できること

（黒字：必須）
課税客体の把握を行う上で不可欠な
台帳管理機能のため必須機能と想定
している。

各種標識の交付状況及び回収状況につい
て、任意の情報を抽出し、一覧作成がで
きること。

1.1.5.

定置場について、納税義務者または各種
名義人の住所を設定できること。
また、直接入力により登録もできるこ
と。

定置場情報管理1.1.8.

1.1.6. 名義人情報管理 各種名義人（所有者、使用者、所有権留
保の売主）情報の管理（登録、修正、削
除）ができること。

【管理対象】
個人番号（マイナンバー）
法人番号
氏名（カナ・漢字）
住所（郵便番号・方書含む）
生年月日
連絡先情報
住基喪失情報（喪失日・喪失事由）
特記事項

※個人番号（マイナンバー）について
は、業務システムで管理するほか団体内
統合宛名等のサブシステムから都度連携
する仕様も可とする。

納税義務者情報の管理（登録、修正、削
除）ができること。

【管理対象】
納税義務者番号
個人番号（マイナンバー）
法人番号
氏名（カナ・漢字）
住所（郵便番号・方書含む）
生年月日
連絡先情報
特記事項

※個人番号（マイナンバー）について
は、業務システムで管理するほか団体内
統合宛名等のサブシステムから都度連携
する仕様も可とする。

納税義務者情報管理1.1.7.

・試乗標識管理
130.継続用のデータを抽出し、試乗標識交付一
覧表が作成できること。

1.1.車両情報管理
19.標識の返還有無が管理でき、当該データの
抽出・一覧表作成が可能なこと。

（緑字：要検討）
仮ナンバー含め標識の発行・回収状
況を把握する目的での利用を想定し
ているが、要否を確認のうえ具体的
に必要な機能の検討を進める。

■確認事項
①当該一覧作成から展開される業務パターンとして以下を想定し
ているが、これ以外のものはあるか。
　a)庁内での報告用
　b)貸与期間を超過した未回収試乗標識の返納依頼等を行う

■車両登録＞異動入力
13.使用者・所有者を管理でき、車両毎に納税
義務者を使用者・所有者どちらにするか入力確
定時に選択できること。

・異動処理＞全般
18.所有権留保の売主、リース車両が管理でき
ること

・異動処理＞車両管理＞新規登録
29.車両を「納税義務者」で管理でき、「所有
者」と「使用者」を別途設定できること。

・異動処理＞車両管理＞名義変更
40.名義変更ができること。

・異動処理＞更正
43.前所有者、新所有者を入力できること。

■入力・更新・削除
16.所有者・使用者・定置場情報が入力できる
こと

■画面表示
72.対象所有者の住所・方書・氏名が表示され
ること
※同一画面でなくても簡単な操作で確認できれ
ば可
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0090
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり 補足事項・疑義
「通常課税」が「課税」と修正されているが、会議の中では「通常課
税」を「当初課税」と定義したと記憶している。

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）震災非課税については災害減免をそもそも取り扱っておらず、
不要と考えている。

I市 ②補足事項・疑義あり 交付税検査の項目として震災非課税の台数があるため、必要。
全国的にも震災が多く、今後も他の統計等でも把握が必要になる可能
性があるため、非課税の中でも事由を「震災」で抽出できるようにす
る必要がある。

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0100
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり 補足事項・疑義
本市では、非課税対象を用途で判断していないため、毎年度実施する
確認作業の内容が不明である。

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）震災非課税については災害減免をそもそも取り扱っておらず、
不要と考えている。

I市 ②補足事項・疑義あり 用途の確認とは一体何か。例えば当市では、官公署は非課税団体とし
て扱っているため、車両を登録する際に課税区分を非課税に設定した
後は、特に何かを確認することはない。法445②の日本赤十字社所有
の車両についての用途確認のことを指しているのか。

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0110
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
十分である。

D市 ②補足事項・疑義あり 5.1.1の返戻処理で管理できることが望ましい。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ③その他 （１）課税区分：調査中の段階で課税保留をかける運用は課税側では
なく収納の滞納整理業務の関係で行っており、事務を行っていないた
め回答不能。

I市 ②補足事項・疑義あり 当市では陸運支局、軽自動車検査協会にて廃車不可能であると本人か
ら申請があった車両、または、返戻の際に調査を行った結果公示と
なった車両に対して課税保留を行っており、「課税区分が課税情報の
調査中」といった状態は発生していない。左記の内容は返戻調査画面
の管理項目のことを指しているのか。

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ③その他

0120
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0130
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市

8.8.2 官公署非課税登録
・特定の団体の課税区分を非課税として登録、
解除できること。

■車両登録＞異動入力
7.課税保留の解除時、自動的に課税が発生する
こと。または、更正処理画面へ連携すること。

■入力・更新・削除
28.保留の区分・保留する年度を入力し適用で
きること

・車両管理＞修正
47.課税保留の登録，解除ができること。
開始理由，解除理由，開始年月日，解除年月日
の入力ができること。（年月日管理は取り下
げ）

1.1.車両情報管理
25.課税保留の解除時、自動的に課税が発生す
ること。
課税開始の異動日は任意で修正できること。

（黒字：必須）
課税上の空白期間を生まないための
機能として必要性が高いと考えられ
るため、必須機能と想定している。

1.1.車両情報管理
17.重課対象車両の管理ができること。

（黒字：必須）
課税額の計算をする上で把握が必要
な情報のため必須機能と想定してい
る。

課税保留の解除時、自動的に課税が発生
すること。
解除日は任意に修正できること。

1.1.11.

初回検査年月から法定年月が経過した車
両について、経年車重課対象区分として
管理できること。
また、重課除外区分についても管理でき
ること。

軽自動車税種別割管理1.1.12.

課税区分の管理（登録、修正、解除）が
でき、課税計算、調定処理等に反映でき
ること。

【課税区分】
通常課税
随時課税
課税保留
課税取消
非課税
官公署課税
課税免除
不均一課税
減免

課税区分管理1.1.9.

特定の団体を非課税対象として管理でき
ること。

1.1.10.

地方税法に則った軽課（グリーン化特
例）対象車両区分の管理ができること。

1.1.13.

■車両登録＞異動入力
1.また、その他の異動は、すべての項目の変更
（所有者、使用者、標識番号、課税内容（課
税、非課税、減免未申告、減免　条例第７８条
（その他特別の事情）、減免　条例第７９条
（身体障害者等）、課税保留、課税免除））、
所有権留保解除、誤登録抹消、誤廃車復活、誤
抹消復活）ができること。

8.8.2 官公署非課税登録
・官公署等について課税区分を非課税として登
録・解除できる。
・特定の団体の課税区分を非課税として登録、
解除できること。

・異動処理＞車両管理＞新規登録
32.「通常課税」「課税保留」「非課税」等を
課税区分として入力できること。この区分を判
断し、当初課税処理が行えること。

■入力・更新・削除
20.非課税の区分が入力できること
27.課税処理を保留できる機能があること

・車両管理＞管理項目
5.車両情報（標識番号（数字部分5桁）、車
種、通知書番号、定置場、登録年月日、型式、
年式、車名、車台番号、総排気量（cc、kW
等）、原動機の型式、型式認定番号、課税状態
（課税、非課税、課税免除、身障減免、構造減
免、試乗標識、課税保留等の課税区分）、標識
弁償金、課税変更日、廃車年月日、廃車事由、
修正年月日、修正事由、旧所有者、新旧標識）

・車両管理＞修正
47.課税保留の登録，解除ができること。
開始理由，解除理由，開始年月日，解除年月日
の入力ができること。（年月日管理は取り下
げ）

1.1.車両情報管理
23.課税区分（通常課税、随時課税、課税保
留、課税取消、官公署課税、減免　等）の管理
（登録、修正、解除）ができ、課税計算、調定
処理等に反映できること。
26.各種異動情報（死亡、転出、再転入、不現
住（転出若しくは転居しているか、又は居住地
に居住していないもの）、滞納情報、公示送達
等）に基づき、課税区分を修正できること。

（黒字：必須）
課税処理を行う上で不可欠な台帳管
理機能のため必須機能と想定してい
る。

（緑字：要検討）
官公署課税について地方税法上の非
課税団体に相当するもので非課税と
同義であると考えているが、課税区
分を分けて管理する必要があるか検
討を行う。

■検討事項
①「官公署課税」に相当する非課税団体について、課税区分を非
課税と分けて管理する必要があるか。

■確認事項
①自治体の条例で定められる非課税団体について、課税区分を非
課税と分けて管理するケースはあるか。
②I市の要件に記載されている「随時課税」について、具体的にど
のようなものを想定しているか。

■確認事項
①地方税法上で規定されている非課税団体（国、都道府県、市町
村、独立行政法人等）以外に条例でどのような団体を非課税とし
ているか。

（緑字：要検討）
非課税対象となる団体について、各
市条例でどのような団体が対象とな
るか確認する。

（黒字：必須）
課税額の計算をする上で把握が必要
な情報のため必須機能と想定してい
る。

1.1.車両情報管理
追加1.軽課対象車両の管理ができること。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0140
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり 補足事項・疑義
管理対象項目として「標識返納の有無」を追加したい。ただし、
1.1.3の管理対象項目「回収区分」に含まれていれば問題ない。

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0150
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0160
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
氏名～連絡先情報を宛名情報とまとめて記載して良いと考える。

D市 ②補足事項・疑義あり 宛名管理側とは、団体内統合宛名等のシステム側という認識でよろし
いか。それならば、個人番号や法人番号、世帯番号、住基喪失情報も
宛名管理で登録し情報連携すれば良いのではないか。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）記載のとおりの方針で問題ない。

I市 ②補足事項・疑義あり 1.1.6の回答参照

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0170
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市

K市 ①認識相違なし

0180
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

・異動処理＞車両管理＞廃車取消
41.廃車を取消すことができること。

・異動処理＞職権
62.職権（新規登録、納税義務者継承、標識変
更）、申告書（新車、中古車、転入、譲渡、標
識変更）の事由で車両の新規登録ができるこ
と。
63.職権訂正、課税区分の変更、項目訂正、氏
名変更、定置場住所変更、所有権留保の解除、
標識変更、所有権留保の設定、登録日訂正の事
由により、車両の異動ができること。
64.職権（廃車、納税義務者継承、消滅、標識
変更、その他）、申告書（廃車、転出、譲渡、
標識変更、その他）の事由で車両の消滅異動が
できること。

・バッチ処理＞データ削除
110.指定した年度以前の賦課データを一括で削
除できること。
111.指定した年月日以前に消滅した車両で賦課
データを保有しないものを一括で削除できるこ
と。

・車両管理＞異動（新規登録）
10.誤登録の取消しができること。

・車両管理＞異動（廃車）
17.誤廃車の取消しができること。

・車両管理＞異動（名義変更）
27.誤名義変更の取消しができること。

・車両管理＞異動（標識変更）
34.誤処理の取消しができること。

・車両管理＞異動（車台変更）
40.誤処理の取消しができること。

・車両管理＞修正
48.履歴を残す処理を基本とするが、残さない
修正もできること。
49.誤処理の取消しをした場合、統計処理上の
集計に反映されないこと。

・照会・管理＞履歴の管理
83.全ての異動、修正について履歴を残すこと

1.1.車両情報管理
28.職権による管理（登録・修正・削除）がで
きること。

（黒字：必須）
申告ではなく職員が任意のタイミン
グで台帳情報の更新を行うことを想
定しており、基本的な機能として必
須と想定している。

（黒字：必須）
各種通知書または証明書を送付する
際に必要な情報であるため必須機能
と想定している。

1.1.車両情報管理
29.軽自動車税の送付先を管理（登録、修正、
削除）できること。

・車両管理＞管理項目
4.送付先情報（送付先住所、郵便番号、方書、
通称名）
※送付先情報の有無を表示させた上で、宛名シ
ステム等への遷移でも可

■入力・更新・削除
30.登録事由・登録年月日・変更事由・変更年
月日・異動事由・異動年月日が入力できること

■帳票
43.納税義務者の住所地以外への送付が必要な
場合、送付先の指定ができること

・異動処理＞全般
23.書類送付先が管理できること

・車両管理＞管理項目
5.車両情報（標識番号（数字部分5桁）、車
種、通知書番号、定置場、登録年月日、型式、
年式、車名、車台番号、総排気量（cc、kW
等）、原動機の型式、型式認定番号、課税状態
（課税、非課税、課税免除、身障減免、構造減
免、試乗標識、課税保留等の課税区分）、標識
弁償金、課税変更日、廃車年月日、廃車事由、
修正年月日、修正事由、旧所有者、新旧標識）

（黒字：必須）
抹消申請時の対応を行う上で不可欠
なため必須機能と想定している。

（緑字：要検討）
廃車済み車両の管理を行うにあたり
必要な項目について検討を行う。

■検討事項
①「一時使用中止（自動車検査証返納届がされたもの）」につい
て、廃車とは異なる区分としての管理は必要か。

■車両登録＞異動入力
1.内容異動（職権修正）は、車台変更・標識番
号変更・その他の異動ができること。また、そ
の他の異動は、すべての項目の変更（所有者、
使用者、標識番号、課税内容（課税、非課税、
減免未申告、減免　条例第７８条（その他特別
の事情）、減免　条例第７９条（身体障害者
等）、課税保留、課税免除））、所有権留保解
除、誤登録抹消、誤廃車復活、誤抹消復活）が
できること。
項目修正（形状（車名、年式、型式、車台番
号、原動機番号、総排気量、認定番号）、取得
日、廃車日、定置場、標識返納有無、標識返納
日、標識返納理由、申告日、納税義務者番号）
ができること。

（緑字：要検討）
ベンダ機能に記載されているものが
多いため、廃車復活の機能について
必要性を確認のうえ定義内容を検討
する。

■確認事項
①通常、廃車したものを復活させるケースとして誤操作起因と考
えているが、その他に想定されるケースはあるか。

■確認事項
①I市記載の「等」に含まれている対象について、具体的にどのよ
うなものを想定しているか。

（黒字：必須）
課税を行う上で把握する必要がある
情報のため必須機能と想定してい
る。

1.1.車両情報管理
22.相続人代表者・納税管理人・成年後見人等
の情報を管理（登録、修正、削除）できるこ
と。

■課税＞当初課税
48.納税管理人を登録でき、納税通知書・納付
書の氏名に「○○様　△△様分」と表示できる
こと。

台帳上の全項目について職権による管理
（登録・修正・削除）ができること。

職権管理1.1.17.

軽自動車税の送付先を管理（登録、修
正、削除）できること。

送付先管理1.1.18.

廃車を行った車両を復活させることがで
きること。

1.1.15.

1.1.16. 納税承継人・納税管理人管理 相続人代表者・納税管理人・成年後見人
の情報を管理（登録、修正、削除）でき
ること。

1.1.14. 廃車車両管理 廃車済みの車両を管理（登録、修正）で
きること。

【管理対象項目】
車両情報
廃車日
廃車事由

■車両登録＞異動入力
25.車両情報は廃車も含めすべてのデータ、課
税情報は廃車後７年、未納分はすべてのデータ
を管理することができること。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

1.2. 異動情報登録処理

0190
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり 補足事項・疑義
「申告日」は「取得日」ではなく「処理日」を指すのか。「申告日」
の定義を確認したい。

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0200
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0210
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0220
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0230
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0240
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

各種異動情報（原付等の登録、廃車申請
及び陸運支局、軽自動車検査協会から送
付される申告書等）に基づき変更登録が
できること。

車両変更登録1.2.5.

異動日を過去の日付に遡り変更登録がで
きること。

1.2.6.

異動日を過去の日付に遡り新規登録がで
きること。

1.2.3.

複数の車両を一括で新規登録できるこ
と。

1.2.4.

申告区分の管理（登録、修正、削除）が
できること。

申告情報管理1.2.1.

各種異動情報（原付等の登録、廃車申請
及び陸運支局、軽自動車検査協会から送
付される申告書等）に基づき、新規登録
ができること。

新規車両登録1.2.2.

■入力・更新・削除
18.標識番号・車輌種別・車台番号・車輌型
式・認定番号・排気量・車名・申告区分・リー
ス区分が入力できること
※必須ではないが、通称名・試乗車改造車区分
があると望ましい

（緑字：要検討）
申告情報の管理運用を確認のうえ、
必要機能の定義を行う。

■確認事項
①E市記載の「申告区分」について、パンチデータ取込用の管理項
目と認識しているが相違ないか。

No.1_4
No.1_12

■車両登録＞異動入力
1.新規登録、廃車（廃車、名変廃車、職権廃
車）、名義変更、内容異動の異動ができ、内容
異動（職権修正）は、車台変更・標識番号変
更・その他の異動ができること。

8.1.1 新規車両登録
・新規車両登録を行う。
・氏名等により所有者を検索し、該当者に車両
を登録する。

・異動処理＞更正
50.車両異動（新規・変更）は、異動報告書に
沿った入力をし、廃車異動は廃車申請書に沿っ
た入力ができること。申告書様式を意識した入
力画面と入力ガイダンス機能を備えているこ
と。
52.異動が行われた際に、標識交付証明書また
は廃車証明書を出すか否か、また異動入力と同
時に発行を行うか否かを、車種毎に事前設定で
きること。

・異動処理＞職権
62.職権（新規登録、納税義務者継承、標識変
更）、申告書（新車、中古車、転入、譲渡、標
識変更）の事由で車両の新規登録ができるこ
と。

・車両管理＞異動（新規登録）
6.車両の新規登録ができること。。

1.1.車両情報管理
1.各種異動情報（原付等の登録、廃車申請及び
陸運支局、軽自動車検査協会から送付される申
告書等）に基づき、新規登録、廃車登録、変更
登録ができること。異動情報は履歴管理できる
こと。

（黒字：必須）
申告に基づく異動処理を行う上で基
本的な機能であるため必須と想定し
ている。

No.1_4
No.1_12

・異動処理＞更正
48.異動日が賦課期日以前である異動を入力で
きること。このとき、異動日には制限が無いこ
と。

・車両管理＞異動（新規登録）
8.登録日を過去に遡り登録ができること。

（黒字：必須）
申告日と処理日が異なることは想定
されるため、必須機能と想定してい
る。

No.1_4
No.1_12

（緑字：要検討）
当該機能の運用場面について確認を
行う。

■確認事項
①一括登録を行う状況について、他機関から提供された情報（申
告パンチデータ・検査情報）をもとに台帳を新規登録する際に利
用すると想定しているが、他に利用の想定されるケースはある
か。

No.1_16
No.1_21

■車両登録＞異動入力
1.新規登録、廃車（廃車、名変廃車、職権廃
車）、名義変更、内容異動の異動ができ、内容
異動（職権修正）は、車台変更・標識番号変
更・その他の異動ができること。
17.名義変更を行った場合、新旧情報が容易に
確認する手段が用意されていること。

8.1.2 車両変更登録
・ナンバー、氏名等により対象車両を検索し、
変更登録する。
・名義変更、車台変更、標識変更、所有者変
更、使用者変更等の車両変更を行う。

・異動処理＞更正
48.異動日が賦課期日以前である異動を入力で
きること。このとき、異動日には制限が無いこ
と。
50.車両異動（新規・変更）は、異動報告書に
沿った入力をし、廃車異動は廃車申請書に沿っ
た入力ができること。申告書様式を意識した入
力画面と入力ガイダンス機能を備えているこ
と。

・車両管理＞異動・修正事由
54.異動・修正の際、定型の事由をコードを指
定して入力できること。（メモ可）

1.1.車両情報管理
1.各種異動情報（原付等の登録、廃車申請及び
陸運支局、軽自動車検査協会から送付される申
告書等）に基づき、新規登録、廃車登録、変更
登録ができること。異動情報は履歴管理できる
こと。

（黒字：必須）
申告に基づく異動処理を行う上で基
本的な機能であるため必須と想定し
ている。

No.1_16
No.1_21

・異動処理＞更正
48.異動日が賦課期日以前である異動を入力で
きること。このとき、異動日には制限が無いこ
と。

・車両管理＞異動（名義変更）
25.登録日を過去に遡り名義変更ができるこ
と。

・車両管理＞異動（標識変更）
32.登録日を過去に遡って標識変更の処理がで
きること。

・車両管理＞異動（車台変更）
38.登録日を過去に遡って車台変更の処理が出
来ること。

・車両管理＞修正
45.修正日を過去に遡って車両情報の修正がで
きること。

（黒字：必須）
申告日と処理日が異なることは想定
されるため、必須機能と想定してい
る。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0250
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0260
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0270
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0280
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0290
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0300
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

異動日を過去の日付に遡り廃車登録がで
きること。

1.2.11.

複数の車輌を一括で廃車できること。1.2.12.

複数車両の定置場を一括で変更できる
こと。

1.2.9.

各種異動情報（原付等の登録、廃車申請
及び陸運支局、軽自動車検査協会から送
付される申告書等）に基づき、廃車登録
ができること。

廃車登録1.2.10.

名義人の変更登録時に同一ナンバープ
レートを引き継ぐか否か選択できるこ
と。

1.2.7.

複数の車両について、一括で名義人を変
更できること。

1.2.8.

No.1_16
No.1_21

・車両管理＞異動（名義変更）
20.標識変更を伴わない名義変更（廃車と登録
の同時処理）ができること。
21.標識変更を伴う名義変更（廃車と登録の同
時処理）ができること

1.1.車両情報管理
11.同一ナンバープレートを引き継ぐか否か選
択できること。

（黒字：必須）
名義人変更の際にナンバープレート
を引き継ぐケースと変更を行うケー
スがあるため、どちらにも対応でき
る形で定義し、必須機能と措定して
いる。

No.1_16
No.1_21

■車両登録＞一括登録・廃車
21.複数の登録車輌を、一括更新できる。
複数の廃車車輌を、一括更新できる。
22.同一名義の車輌を一括で別の名義に変更で
きる。

8.1.2 車両変更登録
・所有者が同一の物件について、一括して名義
変更の処理が行えること。主な用途は、同じ法
人について複数の住登外宛名が作成されている
場合において、軽自物件がそれぞれに分散して
登録されているときに、宛名統一を行なうため
に用いる。

1.1.車両情報管理
16.複数の登録/廃車車輌を、一括更新できるこ
と。
27.会社の合併・分割に対応できること。

（緑字：要検討）
当該機能は法人合併や分割・法人宛
名の統合を想定している。自治体間
で運用上の必要性に差異があると考
えられるが、一般的に想定される運
用であれば標準仕様として定義す
る。

■検討事項
①当該機能については、利用頻度の差は考えられるが一般的な運
用と捉えて、標準仕様として定義することに問題はないか。

No.1_16
No.1_21

（青字：オプション）
自治体で当該要求が見受けられない
が、想定される利用頻度等を確認
し、オプションとして問題ないか検
討を行う

■検討事項
①オプション機能として問題ないか

■確認事項
①当該機能の利用場面として複数車両保持者が駐車場を変更する
など限られたケースを想定しているが、他に当該機能の必要性が
高いと思われるものはあるか。

No.1_23
No.1_28

■車両登録＞異動入力
1.新規登録、廃車（廃車、名変廃車、職権廃
車）、名義変更、内容異動の異動ができ、内容
異動（職権修正）は、車台変更・標識番号変
更・その他の異動ができること。
17.名義変更を行った場合、新旧情報が容易に
確認する手段が用意されていること。

8.1.3 廃車登録
・ナンバー等により対象車両を検索し、廃車す
る。

・異動処理＞更正
50.車両異動（新規・変更）は、異動報告書に
沿った入力をし、廃車異動は廃車申請書に沿っ
た入力ができること。申告書様式を意識した入
力画面と入力ガイダンス機能を備えているこ
と。

・車両管理＞異動（廃車）
12.登録車両の廃車処理ができること。

1.1.車両情報管理
1.各種異動情報（原付等の登録、廃車申請及び
陸運支局、軽自動車検査協会から送付される申
告書等）に基づき、新規登録、廃車登録、変更
登録ができること。異動情報は履歴管理できる
こと。

（黒字：必須）
申告に基づく異動処理を行う上で基
本的な機能であるため必須と想定し
ている。

No.1_23
No.1_28

・異動処理＞更正
48.異動日が賦課期日以前である異動を入力で
きること。このとき、異動日には制限が無いこ
と。

・車両管理＞異動（廃車）
15.登録日を過去に遡り廃車ができること。

（黒字：必須）
申告日と処理日が異なることは想定
されるため、必須機能としている。

No.1_23
No.1_28

■車両登録＞一括登録・廃車
21.複数の登録車輌を、一括更新できる。
複数の廃車車輌を、一括更新できる。

8.1.3 廃車登録
・抽出後、一括して廃車の処理が行えること。
・ナンバー等により対象車両を検索し、廃車す
る。

1.1.車両情報管理
16.複数の登録/廃車車輌を、一括更新できるこ
と。
27.会社の合併・分割に対応できること。

（緑字：要検討）
複数車両を所有する個人・法人の数
など自治体により要件の重要性に差
異があると思われるが、必要性を確
認のため必須機能とするかオプショ
ン機能とするか判断を行う。

■検討事項
①当該機能を必須とすべきかどうか。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0310
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0320
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0330
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0340
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり 意見照会事項（１）への回答
新規・変更は常用、廃車は５年

D市 ③その他 （１）申告書（紙）は現状永年保存しているが、１０年を保存年限と
して廃棄するよう変更予定である。紙の申告書はスキャンし、データ
としても永年保存しているが、手間や人員不足等の関係で、紙の保存
年限変更と同時にスキャンも中止する予定である。登録データは全件
分保存しており、今後も破棄する予定は無い。

（２）特に問題ないと思われる。

E市

F市 ①認識相違なし （１）市受付分：１０年間　市以外：現行システム稼働（Ｈ２３．１
１）から

H市 ①認識相違なし （１）申告書の現行保管年数について
登録申告書については登録中である限りは永年。
廃車申告書については、廃車後5年保存としている。

（２）特に問題なし。

I市 ②補足事項・疑義あり 具体的に過去何年分の申告書や車両データを保管しているかは把握し
ていない。申告書を一定期間で廃棄するということはないため、現在
登録がある車両の申告書は執務室内に保管されている認識でいる。ま
た、データについても、現状使用しているシステムが導入された際、
それまでのシステムで管理していたデータは全て移行されてきてい
る。

廃車済み車両の申告書のイメージデータのことを指しているのであれ
ば更正年限分で問題ない。ただし、裁判等で更正年限が通常と異なる
ケースの場合は、対応できるようにしていただきたい。

J市 ①認識相違なし ■意見照会事項について
（１）紙の申告書については、登録分は永年保存，廃車分は10年保存
後
　　　破棄している。データ分は全て記録あり。
（２）問題点なし

K市 ①認識相違なし

0350
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり 意見照会事項（１）への回答
b)車台番号→アラート
小型特殊自動車は車台番号が同じものが存在するため

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ②補足事項・疑義あり 車台番号は、先に登録している車両の車台番号が誤っている等の場合
に2重に登録せざるを得ないケースがあり、アラートにした方が良い
と思われる。

◇重複チェック
新規登録及び変更登録の際に、以下の項
目に対し台帳情報と重複チェック機能が
できること。

【対象項目】
車両番号（標識番号）
車台番号

登録時エラーチェック1.2.17.

申告書パンチデータ取込結果について
以下のリストを出力できること。

【出力対象リスト】
取込済みリスト
取込エラーリスト
異動リスト

1.2.15.

申告書のイメージデータを管理できるこ
と。

申告書イメージ管理1.2.16.

同日付の新規登録・廃車登録が可能であ
ること。

1.2.13.

申告書パンチデータを一括取込できる
こと。
取込結果を確認、修正し、台帳情報の
更新、調定ができること。

申告データ取込1.2.14.

No.1_23
No.1_28

■車両登録＞異動入力
5.同日付での登録・廃車・賦課修正ができる。
また、その確認ができる。

・車両管理＞一括異動
42.同日廃車の車両について、新規入力と廃車
が同じ画面で同時に処理出来ること。

1.1.車両情報管理
4.同日付の新規登録・廃車登録が可能であるこ
と。

（黒字：必須）
ケースは少ないが業務上想定はされ
るため、必須機能と想定している。

No.1_10 ■車両登録＞異動データ取込
23.特定のフォーマットでデータ化された異動
データを取込みます。

・バッチ処理＞当初課税処理＞当初課税処理
101.協会等の大量データ（パンチデータ）を一
括で取り込むことができること。

■入力・更新・削除
35.都道府県の滞納整理機構が提供する軽自動
車協会受付車両の申告データを取り込めるこ
と。また、滞納整理機構からのデータである旨
が画面上で判断できること。
※なるべくパッケージ本体に影響が無い方法を
考えること
※パッケージ外の補記・取込ツールでも可

1.1.車両情報管理
3.軽自動車検査協会からの課税物件異動情報が
取り込めること。

（青字：オプション）
申告書パンチ委託の実施有無により
自治体間で要否が分かれると推定さ
れるため、オプション機能と想定し
ている。

No.1_10 ・車両管理＞異動（廃車）
19.軽自動車検査協会で作成された廃車データ
(市外廃車分)を取り込み、該当する車両情報の
うち未廃車のデータの一覧が出力できること。
または、未廃車分に対し一括で廃車処理ができ
ること。

（青字：オプション）
申告書パンチ委託の実施有無により
自治体間で要否が分かれると推定さ
れるため、オプション機能と想定し
ている。

・イメージ管理
125.申告書等がイメージで管理できること。

（緑字：要検討）
申告書のデータ管理は、紙管理をな
くし保管場所等の問題を解消するう
えで有用と考えられるため、あるべ
き運用の方針として必須機能とする
か、オプション機能とするか検討を
行う。

■検討事項
①申告書のデータ管理を必須機能とするかどうか。
②データ管理を進めるにあたり懸念事項はどのようなものが考え
られるか。

No.1_4
No.1_12

■車両登録＞異動入力
6.課税逃れや課税誤り等を防止するため、同一
車両番号や同一車体番号のチェック機能を有
し、内容確認が容易にできること。

■車両登録＞エラーチェック
26.以下のエラーチェックができること。また
は、警告メッセージが表示できること。
・車台番号、標識番号の重複チェック
・必須項目に未入力値チェック
・取得日と廃車日の整合性チェック
・標識番号と車両種別の整合性チェック

・異動処理＞更正
45.新規登録の場合、車両番号・車台番号が登
録車両（廃車ではない車両）として存在する場
合、エラーメッセージを表示できること。

・車両管理＞エラーチェック
67.異動、修正時に車台番号、標識番号の重複
のエラーチェックがあること。
68.異動、修正時に必須項目の未入力値のエ
ラーチェックがあること。

1.1.車両情報管理
2.新規登録の場合、同一車両番号や同一車台番
号、同一標識番号の重複チェック機能があるこ
と。

（黒字：必須）
課税漏れを防ぐために有用なチェッ
クであると考えられるため必須機能
と想定している。

（緑字：要検討）
本来ユニークであるはずの番号を重
複登録することによる課税対象の把
握漏れを防ぐ意図の機能だが、重複
チェックを行う対象項目について、
要件記載のもので問題ないか検討を
行う。

■確認事項
①「車両番号（標識番号）」「車台番号」以外に実装が望ましい
チェック項目はあるか。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0360
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
問題ない。

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0370
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり (１)
・エラー項目
排気量(削除)
メーカー(追加)

D市 ②補足事項・疑義あり 四輪、二輪小型については初度検査年について未入力エラーが、月に
ついてアラートが出る必要がある。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ③その他 オプションでの定義になっているため必須ではないが、弁償金支払い
有無のアラートは不要であると考えている。

I市 ②補足事項・疑義あり 納税義務者（氏名・住所）について、そもそも宛名であるため、入力
項目ではない認識でいる。画面構成によっては宛名も入力項目に含ま
れるということか。

「メーカー」について、地方税法で規定されている様式では「車名」
と記載されているため、「車名」に修正してほしい。

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0380

A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
相違ない。

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）問題なし

I市 ②補足事項・疑義あり 排気量125cc以上のバイクについて、申告書に排気量の記載がない場
合が多々ある。システムの仕様上、排気量が未入力だとエラー扱いと
なり更新することができないため、「0」と入力して更新をかけると
いった運用をしている。そのため、排気量を0と入力しても更新がか
かる、またはエラーではなくアラートとする必要がある。

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0390
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
なし。

D市 ②補足事項・疑義あり 新規登録・変更登録・廃車登録ではない随時のタイミングとは具体的
にどのようなタイミングを意味するのか。
例えば、登録情報を入力すると同時にアラートが出る必要は無いと思
うが、登録確定する際、登録される前にアラートが出る必要があるの
ではないかと思う。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）問題なし

I市 ②補足事項・疑義あり ・所有形態→納税義務者（所有者・使用者）の台帳登録事項チェック
とは、所有者、使用者の住所、氏名、所有権留保やリース車といった
部分について、j-lisデータとシステムのデータを突合して差異がな
いかチェックするという認識で合っているか。

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

◇登録日付の整合チェック
異動時の取得日と廃車日について、整合
性のエラーチェックができること。

1.2.18.

課税区分の設定内容について、所有形態
との整合性チェックができること。

【対象項目（課税区分-所有形態）】
官公署課税-公用車

登録事項のエラーチェック（随
時）

1.2.21.

◇未入力チェック
新規登録、変更登録時に必須項目の未入
力エラーチェックができること。

【対象項目】
車台情報（1.1.1.）の全対象項目
所有者
所有権留保の売主
課税区分

1.2.19.

◇入力値チェック
車種別に対象項目の入力可能値を設定
し、新規登録、変更登録時に整合性のエ
ラーチェックができること。

【対象項目】
排気量
車両番号（標識番号）

1.2.20.

No.1_23
No.1_28

■車両登録＞エラーチェック
26.以下のエラーチェックができること。また
は、警告メッセージが表示できること。
・車台番号、標識番号の重複チェック
・必須項目に未入力値チェック
・取得日と廃車日の整合性チェック
・標識番号と車両種別の整合性チェック

（緑字：要検討）
データの整合性を保つために有用な
チェックであると考えられるが、要
件に記載している自治体は少ないた
め要否について検討を行う。

No.1_4
No.1_12
No.1_16
No.1_21

■車両登録＞エラーチェック
26.以下のエラーチェックができること。また
は、警告メッセージが表示できること。
・車台番号、標識番号の重複チェック
・必須項目に未入力値チェック
・取得日と廃車日の整合性チェック
・標識番号と車両種別の整合性チェック

・車両管理＞エラーチェック
68.異動、修正時に必須項目の未入力値のエ
ラーチェックがあること。

（黒字：必須）
適切な登録が行われるために有用な
チェックであると考えられるため必
須機能と想定している。

（緑字：要検討）
未入力チェック対象の必須項目につ
いては、自治体間で共通認識を持つ
必要がある。

■検討事項
①入力必須項目について現在要件に記載されているものに追加す
る必要はあるか。または、現在の記載で不要なものはあるか。
②「型式認定番号」のように原付独自で必要なチェック項目はあ
るか。

No.1_4
No.1_12
No.1_16
No.1_21

■車両登録＞エラーチェック
26.以下のエラーチェックができること。また
は、警告メッセージが表示できること。
・車台番号、標識番号の重複チェック
・必須項目に未入力値チェック
・取得日と廃車日の整合性チェック
・標識番号と車両種別の整合性チェック
27.以下のエラーチェックができること。また
は、警告メッセージが表示できること。
・車種と排気量のチェック
・所有形態のチェック（自己所有、所有権留
保、リース車、その他（親子など））

・異動処理＞車両管理＞新規登録
30.「排気量」と「標識番号」など「車種」に
よって限定される内容については、関連チェッ
ク機能があること。また、設定を変更すること
によって「車種」による関連チェックを回避さ
せることもできること。

・異動処理＞更正
46.新規登録、修正入力の場合、車種、標識記
号、型式、排気量間に矛盾がある場合、エラー
メッセージを表示できること。

■入力・更新・削除
19.標識番号と車輌種別、排気量で相関チェッ
クを行なうなど、誤入力を防止する機能がある
こと

・車両管理＞入力支援
64.車種から排気量（数値、単位）の入力に制
限をかけることができること。

・車両管理＞エラーチェック
69.異動、修正時に標識番号と車種と排気量の
組合せのエラーチェックがあること。

（黒字：必須）
適切な登録が行われるために有用な
チェックであると考えられるため必
須機能と想定している。

（緑字：要検討）
対象項目については、自治体間で共
通認識を持つ必要がある。

■検討事項
①車種に応じて入力可能値がある項目は要件記載のもの以外に想
定されるか。
②原付独自で入力値チェックが必要な項目はあるか。

■車両登録＞エラーチェック
27.以下のエラーチェックができること。また
は、警告メッセージが表示できること。
・車種と排気量のチェック
・所有形態のチェック（自己所有、所有権留
保、リース車、その他（親子など））

・バッチ処理＞当初課税処理＞当初課税処理
100.所有形態（商用車（課税保留）・公用車
（非課税））に応じて判定し、矛盾が生じた場
合、警告表示できること。

（緑字：要検討）
課税区分の設定内容について、課税
誤りを防止する観点で必要なチェッ
ク機能の整理を行う。

■検討事項
①課税区分と所有形態の整合性チェックについて、業務上どのよ
うなキーで確認を行う必要があるか。
②課税区分の設定誤りを防止するうえで必要なチェックとして以
下のものを考えているが、他にどのようなチェック機能が必要と
想定されるか。
　a)課税区分-形状：減免対象となるものがあると想定
　b)課税区分-用途：減免対象となるものがあると想定
　c)課税区分-所有者：NPO法人が所有する車両は減免となる自治
体があると認識
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

1.3. J-LIS（軽自動車検査情報市区町村提供システム）連携

0400
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0410
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0420
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0430
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0440
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0450
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ②補足事項・疑義あり 住所について不一致項目として扱うかどうか検討段階だったと認識し
ているが、対象項目に記載がなく第四回検討対象でもないということ
は項目から削除されたということか。
住所だけ別のエラーリスト出るようにしたらどうだろうか。

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

J-LISまたは全国軽自動車協会連合会か
らの軽自動車検査情報を取り込む際に、
重課・軽課対象車両情報（課税計算に必
要な項目も含む）を取り込めること。

1.3.2.

取込済みまたは取込エラーとなった車両
情報をリストで出力できること。
また取り込んだ検査情報を任意に修正で
きること。

1.3.3.

J-LISまたは全国軽自動車協会連合会か
らの軽自動車検査情報を取り込めるこ
と。

※軽自動車検査情報市区町村提供システ
ムからダウンロードするＣＳＶファイル
をそのまま基幹システムに取り込めるこ
と

検査情報取込処理1.3.1.

特定済みの検査情報と台帳情報につい
て、差分をリスト出力できること。
また、差分について台帳情報の更新前に
任意に修正できること。

【対象項目】
重課対象区分
軽課対象区分

差分抽出1.3.6.

取り込んだ軽自動車税検査情報につい
て、台帳上の情報と以下の項目でマッチ
ングし、対象車両の特定ができること。

【対象項目】
車台番号
車両番号（標識番号）

対象車両特定処理1.3.4.

対象車両の特定ができなかったアンマッ
チ分の車両（検査情報または台帳情報の
片方にのみ記載があるもの）について、
該当する車両情報を抽出しリスト出力で
きること。

1.3.5.

No.1_10
No.1_20
No.1_27

8.3.1 更正申告受付登録
・J-LIS連携データ（異動）の取込

8.3.3 税額変更
・同上

8.7.1 検査情報取込
・J-LIS連携データ（検査情報）の取込

1.1.車両情報管理
12.J-LISからの軽自動車検査情報を取り込める
こと。

（黒字：必須）
軽自動車検査情報市区町村提供シス
テムからのデータ取込は、申告内容
の適否確認を行う上で合理的な手法
であり、業務上必要性が高いと考え
ているため、必須機能として想定し
ている。

（緑字：要検討）
一部自治体では全国軽自動車協会連
合会から検査情報を購入するケース
があると認識しているが、他に併記
する必要がある団体ないか確認を行
う。

■検討事項
①検査情報の運用について、以下のパターンを想定している。検
査情報は、申告書の補完情報という位置づけを踏まえるとaのやり
方が望ましいと考えられるが、業務上の懸念事項を確認の上標準
運用を定義し、当該運用をもとに機能要件の定義を行いたい。
　a)申告書をシステムに入力後（またはパンチデータ取込後）に
当該情報と突合させて、申告内容の確認を行う
　b)検査情報をシステムに取込み、結果を申告書と突合させて申
告内容の確認を行う

No.1_10
No.1_20

8.3.1 更正申告受付登録
・J-LIS連携データ（異動）の取込

8.3.3 税額変更
・同上

8.7.1 検査情報取込
・J-LIS連携データ（検査情報）の取込

1.1.車両情報管理
13.J-LISからの重課・軽課対象車両情報（課税
計算に必要な項目も含む）を取り込めること。
また、取り込んだ重課対象車両情報の税率につ
いて、任意の税率に変更できること。

（黒字：必須）
当該機能の記載粒度で要件を記述し
ている自治体は少ないが、課税に必
要な情報を把握するため、必須機能
として想定している。

1.1.車両情報管理
14.既に登録している車両情報とJ-LISからの軽
自動車検査情報・エコカー情報をマッチングさ
せること（車台番号・標識番号の重複チェッ
ク）ができること。マッチング結果がエラーの
場合、該当する車両情報を抽出できること。
また、取り込んだ重課対象車両情報の税率につ
いて、任意の税率に変更できること。

（黒字：必須）
当該機能の記載粒度で要件を記述し
ている自治体は少ないが、取込結果
の確認及び修正のため必要な機能と
考えている。

8.7.1 検査情報取込
・J-LISデータと軽自動車税システムのデータ
が突合できること。
・J-LIS抹消データを取り込み、未廃車車両を
表示・出力できること。（台帳上の未廃車車両
の特定）

1.1.車両情報管理
14.既に登録している車両情報とJ-LISからの軽
自動車検査情報・エコカー情報をマッチングさ
せること（車台番号・標識番号の重複チェッ
ク）ができること。マッチング結果がエラーの
場合、該当する車両情報を抽出できること。
また、取り込んだ重課対象車両情報の税率につ
いて、任意の税率に変更できること。

（黒字：必須）
当該機能の記載粒度で要件を記述し
ている自治体は少ないが、検査情報
を台帳側に反映させるために必要な
機能と考えている。

（緑字：要検討）
マッチング対象項目について、業務
上必要性が高い項目を定義する。

■検討事項
①左記に記載のものは基本的に固有の値のため、台帳上の車両を
正確に特定することが可能と考えているが、左記の値でマッチン
グを行った際に誤った車両が特定される可能性は想定されるか。

8.7.1 検査情報取込
・アンマッチ・要確認・エラー該当の表示、一
覧表出力できること。
・アンマッチ該当から除外したい該当を選択し
て別管理できるテーブルをつくり、一時保管で
きるようにする。保管した該当をアンマッチ該
当へ戻す機能を有すること。

1.1.車両情報管理
14.既に登録している車両情報とJ-LISからの軽
自動車検査情報・エコカー情報をマッチングさ
せること（車台番号・標識番号の重複チェッ
ク）ができること。マッチング結果がエラーの
場合、該当する車両情報を抽出できること。
また、取り込んだ重課対象車両情報の税率につ
いて、任意の税率に変更できること。

（緑字：要検討）
マッチングエラー分の対応を行うた
めに必要な機能と考えているが、当
該機能の記載粒度で要件を記述して
いる自治体は少ないため、どのよう
な機能が望ましいか検討対象とす
る。

■検討事項
①当該機能の要否。
②求める機能として要件の通りで問題ないか。

8.7.1 検査情報取込
・J-LISデータと軽自動車税システムのデータ
が突合できること。
・J-LIS抹消データを取り込み、未廃車車両を
表示・出力できること。（台帳上の未廃車車両
の特定）

（緑字：要検討）
取込結果の確認及び修正のため必要
な機能と考えているが、当該機能の
記載粒度で要件を記述している自治
体は少ないため、どのような機能が
望ましいか検討対象とする。

■検討事項
①当該機能の要否。
②求める機能として要件の通りで問題ないか。

■確認事項
①差分チェックを行う項目として要件に記載のもの以外に必要な
ものはあるか。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0460
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市 ①認識相違なし

F市

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0470
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

0480
K市 ①認識相違なし

1.4. 異動履歴管理

0490
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0500
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

異動分については、取込結果をもとに車
両情報を更新できること。

1.3.8.

更新結果について対象車両情報をリスト
で出力できること。

1.3.9.

年度当初の一括取込時は取込結果をもと
に、4/1時点の車両情報を更新できるこ
と。

台帳情報更新処理1.3.7.

1.4.1. 異動履歴管理 異動履歴（異動内容・異動日・操作者）
を管理できること。
また、最新の異動履歴を削除することで
誤操作等により更新された情報を更新前
に戻すことができること。

異動に関する附帯情報を管理（登録、修
正、削除）できること。

【管理対象項目】
異動事由
特記事項（メモ）

1.4.2.

8.7.1 検査情報取込
・J-LISデータを軽自動車税システムに反映で
きること。

（緑字：要検討）
検査情報を取り込んで台帳更新を行
う運用（パターンbの運用）をしてい
る自治体では必要性が高い機能と想
定しているが、当該機能の記載粒度
で要件を記述している自治体は少な
いため、どのような機能が望ましい
か検討対象とする。

■検討事項
①当該機能の要否。
②求める機能として要件の通りで問題ないか。
③更新処理について、手動更新または自動更新のどちらが望まし
いか。

。

8.7.1 検査情報取込
・J-LISデータを軽自動車税システムに反映で
きること。

（緑字：要検討）
検査情報を取り込んで台帳更新を行
う運用（パターンbの運用）をしてい
る自治体では必要性が高い機能と想
定しているが、当該機能の記載粒度
で要件を記述している自治体は少な
いため、どのような機能が望ましい
か検討対象とする。

■検討事項
①当該機能の要否。
②求める機能として要件の通りで問題ないか。
③更新処理について、手動更新または自動更新のどちらが望まし
いか。

（緑字：要検討）
データ取込における基本的な機能と
想定しているが、台帳更新処理機能
の要否の議論を踏まえて必須機能と
するかどうか検討する。

■検討事項
①当該機能の要否。
②求める機能として要件の通りで問題ないか。

・異動処理＞更正＞履歴管理
55.異動処理の更新時に自動的に異動履歴がで
きること。
61.異動情報、履歴については、基本的に年数
の制限が無いこと。

■画面表示
81.車輌ごとに新規登録、名義変更、廃車など
の履歴情報が参照できること
82.所有者ごとに、新規登録、名義変更、廃車
などの履歴情報が参照できること

・車両管理＞異動・修正事由
56.異動・修正事由の履歴を残し、確認できる
こと。

・車両管理＞入力支援
60.異動日については入力日が自動的に入るこ
と。また任意で入力できること。

1.1.車両情報管理
9.変更履歴を管理できること。

（黒字：必須）
台帳の異動履歴の管理は事務の正確
性を保つうえで必要な基本的機能と
して必須と想定している。

■車両登録＞異動入力
3.軽自動車台帳は、それぞれ固有の特記事項を
記載できるメモ欄を持つこと。

・異動処理＞車両管理＞新規登録
28.車両情報を入力する画面では、「メモ情
報」が登録されているかを認識でき、メモの内
容を「照会」「修正」「追加」「削除」できる
こと。メモ情報は義務者に対するメモと車両に
対してのメモが管理できること。

■入力・更新・削除
34.簡単な操作でメモが入力できること

■画面表示
83.車両画面や宛名画面のメモ機能

・車両管理＞異動・修正事由
54.異動・修正の際、定型の事由をコードを指
定して入力できること。（メモ可）
55.異動・修正の際、定型の事由以外に自由に
入力できる機能があること。

・メモ機能
131.メモは、課税や交渉記録などの情報ごとに
管理し、履歴として残せる機能があること。

1.1.車両情報管理
7.特記事項（メモ）について、テキスト情報
（100文字以上）を管理（参照、登録、修正、
削除）できること。

（黒字：必須）
台帳の異動履歴の管理は事務の正確
性を保つうえで必要な基本的機能と
して必須と想定している。

■確認事項
①当該要件は車両台帳ごとに異動履歴の管理を行う想定だが、各
自治体の運用と相違ないか。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

2. 当初課税

2.1. 当初課税処理

0510
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0520
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0530
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ②補足事項・疑義あり 車種、燃料区分、初度検査年月により、軽課・重課対象車両が自動で
判定される必要がある。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0540
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

3. 更正

3.1. 更正申告受付処理

0550
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
問題ない。

D市 ②補足事項・疑義あり 申請者情報を管理するならば、オプション且つ入力必須でない項目と
して、車両の登録、廃車、排気量や定置場の変更、減免申請等の入力
時にも申請者情報を管理するべきではないか。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし 意見照会事項について
記載のとおりで問題なし。

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0560 A市 ①認識相違なし

B市

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ②補足事項・疑義あり たたき台に記載したが、不許可をデフォルトにしてほしい。

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

税額計算時、車種より重課対象車両、軽
課対象車両が自動で判定されること。

2.1.3.

一括で条例に基づく納期限の設定ができ
ること。

一括納期限設定2.1.4.

賦課期日現在の登録車両（課税対象車両
のみ。非課税、課税保留は除く）の納税
義務者に対し、一括で当初課税処理がで
きること。

一括処理2.1.1.

税額計算ができること。税額計算2.1.2.

課税取消、課税保留、随時課税、課税免
除、不均一課税、職権抹消の更正に関す
る各種申告情報を管理（登録、修正、削
除）できること。
また、履歴管理できること。

【管理対象項目】
申請者基本情報（個人番号（マイナン
バー）含む）
申請事由

更正申告情報管理3.1.1.

各種申告内容の審査結果を管理（登録、
修正、削除）できること。

【管理対象項目】
許可/不許可事由
開始年月日
解除理由　※課税保留のみ
解除日　※課税保留のみ

審査結果情報管理3.1.2.

No.3_2 ■課税＞当初課税
41.4/1日現在の車両情報をもとに課税できるこ
と。

8.2.1 当初課税
・当初課税処理を行う。

・バッチ処理＞当初課税処理＞当初課税処理
97.一車情報より取得した最新のデータに対し
て課税を行えること。
98.賦課年度を指定して課税台帳が作成できる
こと。また、異動分のみの作成もできること。

・当初賦課＞当初賦課処理
99.賦課期日現在の車両情報を基に対象者を正
しく抽出し、賦課できること。

・減免＞減免車両の当初賦課
114.減免対象車両に対し、当初賦課ができるこ
と。

2.1.当初賦課処理
1.賦課期日現在の登録車両（課税対象車両の
み。非課税、課税保留は除く）の所有者（納税
義務者）に対し、当初賦課処理ができること。

（黒字：必須）
当初課税処理を行う基本的機能のた
め、必須と想定している。

No.3_3 ■計算
86.地方税法等に基づいた税額の計算ができる
こと

2.1.当初賦課処理
2.税額計算ができること。

（黒字：必須）
当初課税処理を行う基本的機能のた
め、必須と想定している。

1.1.車両情報管理
18.賦課計算時、車種より重課対象車両、軽課
対象車両が自動で判定されること。

（緑字：要検討）
1.4.の要件を踏まえるとJ-LIS連携時
にも重課対象、軽課対象情報の取込
を行う前提となるが、税額計算時の
判定をどのような運用前提で位置づ
けるか検討を行う。

■検討事項
①当該機能について、税額計算時のタイミングに限定した定義で
問題ないか（ダブルチェックとしての位置づけで問題ないか）。

2.1.当初賦課処理
追加3.自動で納期限の設定ができること。

（黒字：必須）
記載粒度の問題で要件に記載してい
る自治体は少ないと推定している。
当初課税処理を行う基本的機能のた
め、必須と想定している。

（黒字：必須）
更正申告の受付を行う上で基本的な
機能と考えている。

（緑字：要検討）
現在記載している情報で運用上充足
するか確認し、必要な管理項目の定
義を行う。

No.3_10 8.3.1 更正申告受付登録
・課税漏れ、職権抹消、課税取消等の課税更正
に関する申請を受付け、変更情報を登録する。
・登録機関からの照会回答の入力

■入力・更新・削除
18.標識番号・車輌種別・車台番号・車輌型
式・認定番号・排気量・車名・申告区分・リー
ス区分が入力できること
※必須ではないが、通称名・試乗車改造車区分
があると望ましい

・車両管理＞修正
47.課税保留の登録，解除ができること。
開始理由，解除理由，開始年月日，解除年月日
の入力ができること。（年月日管理は取り下
げ）

3.1.更正申告受付処理
1.課税取消、課税保留、随時課税、職権抹消等
の課税更正に関する各種申告情報を登録し、管
理（登録、修正、削除）できること。また、履
歴管理できること。

No.3_11 ■課税＞更正入力
57.更正日、更正事由が管理できること。

・車両管理＞修正
47.課税保留の登録，解除ができること。
開始理由，解除理由，開始年月日，解除年月日
の入力ができること。（年月日管理は取り下
げ）

1.1.車両情報管理
24.課税保留、課税取消について、申請情報
（事由等）、審査結果を管理（登録、修正、削
除）できること。

3.1.更正申告受付処理
2.各種申告内容の審査結果を管理（登録、修
正、削除）できること。

（黒字：必須）
受付を行った更正申告の結果を管理
する上で基本的な機能と考えてい
る。

（緑字：要検討）
現在記載している情報で運用上充足
するか確認し、必要な管理項目の定
義を行う。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

3.2. 減免処理

0570
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ②補足事項・疑義あり 知的障害者の項目は、必須としたい。
療育手帳の所有によっても減免を受け付けているため、件数も少なく
はないため。

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0580 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
・納期限後の減免申請は認められない。還付もない。
・３月に災害が発生したとして、納期限までに減免申請があれば現年
度の減免対象となる。

D市 ③その他 今後、状況に応じて条例改正などをし、対応が変わる可能性がある
が、現状では４月２日～納期限７日前までに災害減免の対象となった
場合以外は減免を受け付けない。

※この照会事項に関して、減免認定基準も標準化するならば、他市町
村の現況を知りたいと思っての質問でしたが、減免認定基準について
は標準化しないとのことなので、WTで議論するには及びません。あり
がとうございました。

E市

F市 ①認識相違なし ・納期限後は減免の対象としていない。
・直近では災害減免の例がないのでわからないが、賦課基準日前に災
害発生した場合には、何らかの形で課税対象となり得ない証明がされ
れば廃車扱いにすると考えられる。

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0590 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0600 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ②補足事項・疑義あり ・障害者、運転者も宛名番号を使用するのであれば、記載したほうが
良いと思われる。
・不許可理由は必要と思われるが、許可事由において何を管理するの
かが分かりませんでした。
・期間（減免決定日、終了日）とあるが、開始年度、終了年度、開始
決定日、終了決定日の4種類を管理するのが一般的と思われる。
（終了年度、終了決定日は管理せず、終了後の課税のデータの開始年
度、決定日で管理する方法も考えられる）

0610 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

3.3. 更正（税額変更）処理

0620 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0630 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

抽出した減免対象者に対し、減免申請書
等を一括または個別に作成できるこ
と。

減免申請書等作成3.2.3.

減免に係る情報を管理（登録、修正、削
除）できること。

【管理対象項目】
減免対象区分
申請情報（車両情報、賦課情報、納税義
務者情報（個人番号（マイナンバー）含
む）、障害者情報、運転者情報）
審査結果
許可/不許可事由
割合
額
期間

減免情報管理3.2.4.

以下に該当する減免対象を選択し抽出で
きること。
なお、対象者が死亡者している場合は除
外できること。

【減免対象区分】
前年減免者
生活保護
公益使用
身体又は精神障害者
構造が専ら身体障害者等の利用に供する
災害
その他

減免対象抽出3.2.1.

抽出した減免対象者について、以下の項
目をリストで出力できること。

【出力項目】
減免対象区分
所有者情報
手帳所持者情報（障害等級含む）
運転者情報

3.2.2.

更正処理に基づき、税額計算ができるこ
と。

更正（税額変更）3.3.2.

減免対象車両を一括で減免処理できるこ
と。

減免処理3.2.5.

更正申告受付処理、減免処理等に基づ
き、課税情報の更新ができること。

更正処理3.3.1.

No.4_1 ■課税＞減免（管理）
63.前年度の減免申請者を一括して今年度に登
録できること。
64.減免適用車両について、賦課期日時点での
納税義務者の住民状態が死亡の場合、減免を解
除し課税とする処理ができる。

【※要検討※エラーチェック機能】
8.3.2 減免申告受付登録
・日々車両の異動が生じるため、現時点で減免
予定者が廃車・死亡していないか確認するため
の最新情報チェック機能があること。
・賦課期日に障害者の死亡をチェックする機能
がない。そのため、宛名番号などで障害者を管
理し、納税義務者の死亡の管理なども含め、シ
ステムで減免の管理ができるようにしたい。

・異動処理＞全般
22.減免区分として、生活保護、災害、身体障
害者、公益車両、その他）の指定ができ、パラ
メータ登録されている減免率に準じて減免額が
設定できること。

・バッチ処理＞随時処理＞減免申請書・対象者
一覧表作成
118.前年度減免申請を行って、現年度減免申請
を行っていない者の一覧を出力できること。

・減免＞減免申請書
119.継続減免対象の一覧を作成できること。
また、データでも出力できること。

3.2.減免処理
1.前年減免者、公益使用、身体又は精神障害
者、構造が専ら身体障害者等の利用に供する場
合など減免対象を抽出できること。

（緑字：要検討）
減免対象者は自治体間で差異がある
と認識しているが、全国自治体で減
免を行うパターンについて確認を行
う。

■検討事項
①減免は全国自治体で条例・要項等に起因する業務上の差異があ
ると想定されるため、減免のパターンを要件記載の通り分類して
いるが、現在記載されているもの以外に類型化可能な減免はある
か。（特定の自治体の独自性が強い減免は「その他」に含む想
定）
②自治体共通で必要に減免区分と自治体ごとに要否が分かれる減
免区分があると想定している。要否が分かれる減免区分は以下を
想定しているが、例として挙げたもの以外に各団体で運用してい
ないものはあるか。
　a)生活保護
　b)公益使用
　b)構造がもっぱら身体障害者等の利用に供する

③減免対象者情報を把握するにあたって以下について、担当課と
の情報連携が必要になると考えているが、システム連携またはcsv
データの取込等を実施しているという認識で相違ないか。
　a)生活保護情報
　b)障害者福祉情報

■確認事項
①減免対象となるパターンは要件記載の書き方で網羅されている
か。
②減免対象抽出後の運用は、どの区分の減免でも共通で、継続減
免として申請書を作成する想定で問題ないか。

No.4_1 ・バッチ処理＞随時処理＞減免申請書・対象者
一覧表作成
118.前年度減免申請を行って、現年度減免申請
を行っていない者の一覧を出力できること。

・減免＞減免申請書
119.継続減免対象の一覧を作成できること。
また、データでも出力できること。

（緑字：要検討）
当該リストについて想定される運用
方法の確認を行い、必要なパター
ン・項目について定義を行う。

■確認事項
①減免対象者リストは、継続減免対象の決定（申請書送付対象者
の決定）に利用することを想定しているが他の用途に用いること
は想定されるか。

No.4_2 ■課税＞減免（帳票）
70.減免初年度を条件に抽出をかけ、減免継続
申出書が作成できること。また、一覧表が作成
できること。

■入力・更新・削除
26.障害者等の減免継続が想定される者へ減免
申請継続確認書の印刷ができること
※ＥＵＣ対応であっても保守業務内であれば可

■帳票
66.対象者を抽出し、複数の減免要件該当者
（身体障害者等）に一括で減免申請書を印刷で
きること

・減免＞減免申請書
117.減免申請書（新規）が作成できること。
118.減免申請書（継続）が作成できること。

3.2.減免処理
2.減免対象者を抽出し、減免申請書等を作成で
きること。

（黒字：必須）
減免制度はどの自治体にもあり、共
通して申請のプロセスを経ることか
ら申請書作成の機能は必須と想定し
ている。

（青字：オプション）
減免申請書の一括作成機能は、対象
者へ申請書を送付する運用を想定し
た機能だが、当該運用の有無は自治
体間で差異があると考えられるた
め、オプション機能と想定してい
る。

No.4_7 ■車両登録＞異動入力
1.また、その他の異動は、すべての項目の変更
（所有者、使用者、標識番号、課税内容（課
税、非課税、減免未申告、減免　条例第７８条
（その他特別の事情）、減免　条例第７９条
（身体障害者等）、課税保留、課税免除））、
所有権留保解除、誤登録抹消、誤廃車復活、誤
抹消復活）ができること。

■課税＞減免（管理）
62.減免情報が管理できること。

8.3.2 減免申告書受付登録
・減免に関する申請を受付け、変更情報を登録
する。
・継続減免回答書・新規減免申請書の情報入力
・申告書の内容に従い、打切と継続（新規含
む）を判定し、入力する。
・（2）障害等級等の障害者情報を入力する。
・廃車フラグが立っている物件についても、所
有権留保解除や定置場変更など減免打切とすべ
きでないものは、継続減免として更新がかけら
れること。

8.3.3 税額変更
・減免該当車両は「減免年度：Ｈ○年度」と入
力すればその年度の税額が０円に変更できるこ
と
（減免異動については8.3.2 減免申告受付登録
に同じ）

・異動処理＞全般
22.減免区分として、生活保護、災害、身体障
害者、公益車両、その他）の指定ができ、パラ
メータ登録されている減免率に準じて減免額が
設定できること。

■入力・更新・削除
21.減免の区分・減免申請年月日・減免決定年
月日が入力できること
22.減免申請は減免申請日を基準にし、賦課期
日以降で納期限の1週間前までの申請分を今年
度課税に適用すること
※E市は減免申請日＝減免決定日としている
23.納期限の１週間前以降から翌年度の減免受
付終了期間まで翌年度の減免入力が可能である
こと
※納税通知書作成までに減免入力した車輌は納
税通知書が発行されないこと
24.過去に遡った減免の入力・適用ができるこ
と
※課税保留など他の機能の代用でも可だが、そ
の場合は減免となったことを記録できること
（分かりやすければメモ等でも可）

・減免＞減免区分/情報
112.車両ごとに減免区分（身障減免、構造減免
等）を登録，照会，解除できること。
113.減免申請書に記載された情報（障害者の情
報、運転者の情報等）が管理できること。

・減免＞減免処理
116.減免対象車両を一括で減免処理できるこ
と。

3.2.減免処理
3.減免に係る情報（申請情報、審査結果、事
由、割合、額、期間等）を管理（登録、修正、
削除）できること。
4.減免の種別について、その他を選択でき、減
免にかかる情報（申請情報、審査結果、事由、
割合、額、期間等）を管理（登録、修正、削
除）できること。

（緑字：要検討）
減免対象者は自治体間で差異がある
と認識しているが、全国自治体で減
免を行うパターンについて確認を行
う。
なお、減免パターンに関連して管理
が必要となる対象項目の定義を行
う。

■検討事項
①すべての減免対象となるパターンに対処するうえで、現在要件
に記載されている管理対象項目で過不足はないか。
②個人番号（マイナンバー）についてどのように活用できるか。

■確認事項
①現在記載している項目で、減免処理の際に情報が不足するケー
スは想定されるか。

8.2.1 当初課税
・一括減免・更新処理を行う。

（黒字：必須）
減免処理を行う基本的な機能のため
必須と想定している。

No.3_15 ■課税＞当初課税
50.随時の一括課税(更生)ができること。

■課税＞更正入力
54.税額更正ができること。
58.現年分の税額更正は期間に関係なく登録で
きること。

8.3.3 税額変更
・課税更正、減免等により税額の変更がある場
合に、税額変更処理を行う。

・異動処理＞車両管理＞項目変更
38.異動処理で税額変更を行う場合には、更正
決議書（通知書）に印刷する「更正理由」、
「備考文」も設定できること。→更正事由を登
録できること。

3.3.更正（税額変更）処理
1.更正申告受付処理、減免処理等に基づき、課
税台帳情報等の更新・管理（登録、修正、削
除）ができること。

（黒字：必須）
更正処理を行う基本的機能のため、
必須と想定している。

No.3_16 8.3.3 税額変更
・課税更正、減免等により税額の変更がある場
合に、税額変更処理を行う。

■計算
86.地方税法等に基づいた税額の計算ができる
こと

3.3.更正（税額変更）処理
2.更正処理に基づき、税額計算ができること。

（黒字：必須）
更正処理を行う基本的機能のため、
必須と想定している。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0640 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

3.4. その他更正処理

0650 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

4. 交付

4.1. 納税通知発行

0670
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ②補足事項・疑義あり 一括出力条件に以下の条件を追加してほしい。
・前年度減免対象者（市内/市外）
・口座（市内/市外）
・海外（一般/口座）
・エラー

一括出力順について、優先順位をつけることは可能か。

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0680
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

4.2. 各種通知発行

0690
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

4.1.1. 納税通知書（兼納付書兼納税証明
書）発行

当初課税時または更正時に、一定の出力
条件を指定し一括または個別に納税通知
書（兼納付書兼継続検査用納税証明書）
を出力できること。

【出力条件】
市内/市外
口座

No.1_39
No.3_6
No.3_12

4.1.2. 納付書発行 一定の出力条件を指定し、納付書を発行
できること。
データで一括出力もできること。

【出力条件】
死亡者分
前年度減免

4.2.1. 減免決定通知書発行 減免申請者のうち審査結果が許可となっ
ている対象者に対し、減免決定通知書を
発行できること。

No.4_8

■照会
40.車両照会画面から容易に標識交付証明書、
納税通知書、廃車証明書、廃車申告受付書（強
制保険用）、継続検査用納税証明書の帳票が発
行できること。

■課税＞当初課税
42.納税通知書・納付書、納税通知書（口
座）、郵便振込票、発送簿の作成ができるこ
と。（納組明細は削除）

8.2.2 当初納付書発行
8.3.1 更正申告受付登録
8.3.3 税額変更
8.3.4 証明書交付
・納税通知書の出力

・異動処理＞更正
54.課税内容に変化が生じた場合（新規、廃
車、課税区分変更、車両番号訂正）、税額変更
通知書・納税通知書・減免通知書が即時発行で
きること。

・バッチ処理＞当初課税処理＞当初納付書作成
102.納税通知書（一般）、納税通知書（口
座）、納付書（郵便払込用）を作成すること。

■帳票
39.オンライン操作で対象車両を指定し軽自動
車税納税通知書が印刷できること
40.オンライン操作で必要な年度を指定し軽自
動車税納税通知書が印刷できること

・当初賦課＞納税通知書作成処理
101.納税通知書（一般、口座）が作成できるこ
と。
103.特定の車両について、納税通知書を不作成
にできる。
105.当初納税通知書に通番が出力できること。

・当初賦課＞納税通知書再発行
108.指定した複数の個人の納税通知書（一般、
口座）を一括して作成することができること。

・減免＞減免車両の納税通知書
115.減免対象車両については、当初納税通知書
の一括作成処理から除外できること。
または、他の納税通知書と分けて作成できるこ
と。

4.1.納税通知発行
1.一定の出力条件を指定し、納税通知書（兼納
付書兼継続検査用納税証明書）（当初、更正、
再発行）を発行できること。
当初分については、納税通知書（兼納付書兼納
税証明書）発行リストとしてデータで一括出力
もできること。

過去5年分の更正（現年含む）ができる
こと。
過年度の該当賦課情報を引継いで、更正
を行うことができること。

過年度更正3.4.1.

課税内容について、職権による強制修正
ができること。

職権修正3.4.2.

賦課期日後に、賦課期日へ遡及して新規
登録又は廃車登録された車両の税額計算
を実施し、課税額が決定できること。

3.3.3. No.3_16 ■課税＞更正入力
56.車両の取得日が、当年度の4/1日以前の場合
は、自動的に更正画面に移り、遡及課税ができ
ること、もしくは、処理漏れを防ぐためのメッ
セージが表示されること。

8.3.1 更正申告受付処理
・賦課期日以前に遡って処理（新規・名義変
更・廃車・課税保留）することによって調定増
減・税額変更が行えること
・入力方法は手入力で行い、取得年月日や廃車
年月日、課税保留年月日を賦課期日4/1以前の
日付で入力すると税額変更・調定更正が行える
こと

8.3.3 税額変更
・賦課期日以前に遡って処理（新規・名義変
更・廃車・課税保留）することによって調定増
減・税額変更が行えること

・異動処理＞全般
20.賦課期日（４月１日）以前に遡った異動が
できること。
21.賦課期日（４月１日）以前に遡り所有者変
更をした場合には変更後所有者の新規課税が自
動的にできること。

・異動処理＞更正
42.賦課更正、過年度新規は随時入力できるこ
と。

3.3.更正（税額変更）処理
3.賦課期日後に、賦課期日へ遡及して新規登録
又は廃車登録された車両の税額計算を実施し、
課税額が決定できること。

（黒字：必須）
更正処理を行ううえで遡り登録がさ
れた車両の課税計算は必要機能とな
るため、必須と想定している。

■照会
36.車両照会画面から課税情報照会画面（過去
の課税状況）へ遷移できること。
また、課税状況は過去5年は照会できること。

・異動処理＞更正
44.過年度更正ができること。
53.過年度課税、過年度減額が行えること。こ
のとき、収納システムへの反映を適切に処理で
きること。

■入力・更新・削除
24.過去に遡った減免の入力・適用ができるこ
と
※課税保留など他の機能の代用でも可だが、そ
の場合は減免となったことを記録できること
（分かりやすければメモ等でも可）

・車両管理＞遡及年度
51.課税情報の作成の際、遡及できる年度につ
いては法的根拠に基づく年度を設定できるこ
と。
52.課税情報の取消しの際、遡及できる年度に
ついては法的根拠に基づく年度を設定できるこ
と。
53.課税情報の変更の際、遡及できる年度につ
いては法的根拠に基づく年度を設定できるこ
と。

3.4.その他更正処理
1.過去5年分の更正（現年含む）ができるこ
と。
過年度の該当賦課情報を引継いで、更正を行う
ことができること。

（黒字：必須）
過年度更正は業務上発生するケース
があるため機能として必須と想定し
ている。

（緑字：要検討）
更正年限については法定の5年と設定
しているが、標準仕様として当該年
限での処理を要件化する方針で問題
ないか。

■検討事項
①更正年限を5年と定義し、裁判等により5年以上遡った更正を行
う際はベンダ側の保守作業として実施する想定で問題ないか。

・異動処理＞車両管理＞項目変更
39.異動処理では「翌年度」「現年度」「過年
度」の、どの年度においてもオンライン更新を
することができること。「現年度」「過年度」
の更新では「税額情報」を即時連携で「収納シ
ステム」に渡せること。（減額の場合は、自動
的に過誤納状態となり収納システム側で還付も
しくは充当の処理ができること。）

3.4.その他更正処理
2.課税内容について、職権による強制修正がで
きること。

（黒字：必須）
必要に応じて対応できるよう機能と
しては必須と想定している。

■確認事項
①原則は所定の税率、課税区分等に基づく課税額の算定を行うと
考えられるが、当該機能についてどのような場面での利用が考え
られるか。

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して行う業務の
ため、必須機能と想定している。

（緑字：要検討）
納税通知書（当初・更正時）の出力
条件を確認し定義を行う。

■確認事項
①一括の際の納税通知書の出力条件について、各自治体でどのよ
うな運用があるか。

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して行う業務の
ため、必須機能と想定している。

（緑字：要検討）
納付書の出力条件を確認し定義を行
う。

■確認事項
①一括の際の納付書の出力条件について、各自治体でどのような
運用があるか。

■課税＞当初課税
42.納税通知書・納付書、納税通知書（口
座）、郵便振込票、発送簿の作成ができるこ
と。（納組明細は削除）

8.2.2 当初納付書発行
・賦課処理結果を元に、当初納付書を作成す
る。

4.1.納税通知発行
2.一定の出力条件を指定し、納付書を発行でき
ること。
データで一括出力もできること。

（黒字：必須）
多くの自治体で利用される帳票と認
識しているため必須機能と想定して
いる。

4.2.各種通知発行
1.減免申請者に対し、減免決定通知書を発行で
きること。

・減免＞減免承認書
120.当年度の減免対象車両の納税義務者に対し
て、減免決定通知書が作成できること。

■入力・更新・削除
25.減免決定通知書の印刷ができること
※ＥＵＣ対応であっても保守業務内であれば可

■帳票
67.対象者を抽出し、複数の減免通知書を一括
で印刷できること

・異動処理＞更正
54.課税内容に変化が生じた場合（新規、廃
車、課税区分変更、車両番号訂正）、税額変更
通知書・納税通知書・減免通知書が即時発行で
きること。

8.3.2 減免申告書受付登録
・減免継続の入力を行った者に対して減免決定
通知書が出力できること。
・（2）減免決定通知書の出力。

■課税＞減免（帳票）
69.減免を承認した通知書が作成できること。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0700
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0710
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ②補足事項・疑義あり 更正決定連絡票が何を指しているのか不明。収納側に渡す更正決定者
の一覧表のことを指しているのか。

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0720
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ②補足事項・疑義あり 現状当市では自市標識を交付せずに他市標識の廃車のみという手続き
は受け付けていないが、仮に受け付ける場合に、異動事由を「廃棄」
とし、車両の情報や納税義務者の名前や住所、旧課税自治体の宛名が
印字された課税物件異動通知を発行することはできるのか。

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0730
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0740
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ②補足事項・疑義あり 4.3.2.の見解と同じで、譲渡証明書は廃車申告受付書と一体の様式を
前提とする方向で良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0750
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

4.2.5. 他自治体の廃車申請内容を管理（登録・
修正・削除）できること。

【管理対象項目】
申請者情報
他自治体情報
他自治体の車両番号（標識番号）

4.2.6. 課税物件異動通知発行と同時に、標識交
付証明書及び廃車申告受付書を発行でき
ること。

No.1_7

4.2.7. 各種手続き通知書発行
(名義変更･抹消に関するお知ら
せ、転出者、定置場変更等、放置
バイク通知）

以下の条件で異動のあった対象者を抽出
しリスト出力できること。

【抽出条件】
期間
転出者
死亡者
市登録分/陸運局分/全件

No.2_2
No.2_7

■確認事項
①他自治体の廃車受付における管理項目は要件に記載しているも
ので過不足ないか。

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して行う業務の
ため、必須機能と想定している。

（緑字：要検討）
他自治体の廃車受付における管理項
目は必要十分か確認を行う。

・照会・発行＞通知書発行
76.他市町村での廃車手続きをせずに当市で登
録をした原動機付自転車、小型特殊自動車につ
いて、課税物件の異動通知書を作成できるこ
と。通知市区町村、前市町村での車両番号、所
有者氏名・住所を入力できること。

4.2.2. 減免不許可通知書発行 減免申請者のうち審査結果が不許可と
なっている対象者に対し、減免不許可
通知書を発行できること。

4.2.3. 更正決定（税額変更）通知書発行 更正処理の結果税額が変更となったもの
に対し、更正決定（税額変更）通知書を
発行できること。
また、更正決定に際し更正決議書を出力
できること。

No.3_12

4.2.4. 課税物件異動通知発行 他市町村登録車両の廃車受付を行い、課
税物件異動通知を発行できること。

No.1_6 ■統計・通知＞他市町村への通知
78.他の市町村登録車両の廃車を受け付けた後
に、他の市町村に通知する通知書を作成できる
こと。

8.1.3 廃車登録
・課税物件異動通知の出力

8.1.5 証明書交付
・課税物件異動通知の出力

・照会・発行＞通知書発行
73.他市町村での廃車手続きをせずに当市で登
録をした原動機付自転車、小型特殊自動車につ
いて、課税物件の異動通知書を作成できるこ
と。通知市区町村、前市町村での車両番号、所
有者氏名・住所を入力できること。

■帳票
60:課税物件異動通知書：オンライン操作で対
象車両を特定し印刷できること
61.相手先市町村の通知先情報を入力し印刷で
きること

・車両管理＞異動通知
72.他市の車両を廃車した際に課税物件異動通
知書が作成できること。再発行もできること。

4.2.各種通知発行
4.他自治体の標識番号を管理（登録）し、課税
物件異動通知を発行できること。

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して行う業務の
ため、必須機能と想定している。

4.2.各種通知発行
2.減免申請者に対し、減免不許可通知書を発行
できること。

（青字：オプション）
自治体の運用パターンによっては発
行する場面が想定されない、または
想定されるケースでも一般的に該当
者が少なく個別作成でも十分対応可
能と考えられるため、オプションと
して定義を行うことを想定してい
る。

■確認事項
①更正決議書の運用について、以下のうちどのパターンで実施し
ているか。
　a)対象者分の決議書を出力
　b)伺い１枚と更正対象者リストを出力
　c)上記以外

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して行う業務の
ため、必須機能と想定している。

（緑字：要検討）
決議書の運用を確認し定義を行う。

4.2.各種通知発行
3.更正処理の結果税額が変更となったものに対
し、税額決定（変更）通知書を発行できるこ
と。

■帳票
65.課税取消通知書・更正決定連絡票：システ
ムで対象車両を検索し印刷できること

・異動処理＞更正
54.課税内容に変化が生じた場合（新規、廃
車、課税区分変更、車両番号訂正）、税額変更
通知書・納税通知書・減免通知書が即時発行で
きること。

8.3.1 更正申告受付登録
・（1）更正通知書の出力
・（2）税額変更理由の通知の出力

8.3.4 証明書交付
・税額変更が発生した場合に、証明書（税額変
更通知書）を出力する。
・（1）更正通知書の出力
・（2）税額変更理由の通知の出力

■課税＞更正入力
59.更正決議書、更正決定通知書が作成できる
こと。

■帳票
56.標識交付証明書：車輌を登録する手順の一
連で自動的に印刷されること
※登録完了後に改めて検索でなければ、画面操
作で発行指定でも可

・車両管理＞異動（新規登録）
7.原付等の登録の際、一連の流れで標識交付証
明書が発行できること。

4.2.各種通知発行
5.課税物件異動通知発行と同時に、標識交付証
明書を発行できること。

（黒字：必須）
業務手順を踏まえると必要性の高い
機能と思われるため、必須と想定し
ている。

■確認事項
①各種手続き通知の送付対象者について、他にどのような抽出条
件が想定されるか。

（黒字：必須）
異動情報の捕捉は一般的な業務要件
のため、必須機能と想定している。

（緑字：要検討）
対象者抽出に必要な条件について確
認を行う。

4.2.各種通知発行
6.期間等の条件で対象者を抽出し、死亡、転
出、市内転居等に係る、各種手続き通知書(名
義変更･抹消に関するお知らせ、転出者、定置
場変更、放置バイク通知等)を発行できるこ
と。
なお、市登録分・陸運局分・全件を選択し、抽
出／出力が可能であること。

・転出・死亡者抽出
123.期間を指定して、その期間内の転出者、死
亡者について抽出できること。
124.抽出した対象に対し変更依頼のはがき及び
送付一覧が作成できること。
また、一覧はデータでも出力できること。

8.4.3 通知書発行
・各種通知書（転出、死亡など）を出力する。
・登録変更通知書の出力。
・死亡分、転出分、市役所受付車両分、軽自協
会分及び陸運局等分の４種類ごとに決められた
様式での通知文書を出力できること。

■統計・通知＞転出・死亡者抽出
75.基準日時点で車両を保有している所有者、
使用者で住記上の転出、死亡者、消除者が抽出
できること。
76.抽出した対象に、異動を促す通知が作成で
きること。また、通知を作成した対象一覧が作
成できること。
77.書について、形態及び通知文等の指示、状
況に応じた通知文選択が可能であること。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0760
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
良い。

D市 ③その他 削除してかまわないと考える。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし 定置場変更通知については削除の方針で問題ない。

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

4.3. 証明書発行

0770
A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0780 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
良い。

D市 ③その他 当市の現状の様式では、譲渡用でない廃車申告受付書に記載される事
項は標識番号、車台番号、申告者氏名、受付日、のみであり、記載情
報の補足として、納税義務者の住所や排気量の記載された標識返納済
証明書と一緒に交付していることがわかった。
帳票WTで議論するものだと思うが、廃車申告受付書の記載内容に不足
が無いようにする必要がある。
上記が問題ないという前提で、譲渡証明書を廃車申告受付書と一体の
様式にすることは問題ないと考える。

E市

F市

H市 ①認識相違なし 廃車申告受付書と譲渡証明書は一体とする方針で問題ない。

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0790 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ③その他 廃車申告受付書の内容に不足が無いのであれば必要ない。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0800 A市

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
問題ない。

D市 ①認識相違なし 問題ない。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）問題なし

I市 ②補足事項・疑義あり 当市では調定情報ではなく、その場で車検証を元に車両情報を登録し
て、収納側で納税証明を発行してもらっている。車両情報が未登録と
いうことは、基本的に今年度課税はされておらず、車検証を元に車両
情報を登録するのも翌年度課税に向けたものなので、今年度の課税
データも調定データも発生しない。調定データを作成して、発行する
のというのはどのような運用を想定しているのか？

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

4.3.3. 廃車証明書発行 廃車証明書の発行ができること。

4.3.4. 納税証明書発行（車検用） 以下の条件で対象者を抽出し一括または
個別に納税証明書の発行ができること。

【出力条件】
一般納付
口座
コンビニ納付
クレジット納付
マルチペイメントネットワーク（ペイ
ジー）納付

※収納システム側での実現を可とする

4.2.8. 抽出した対象者について一括または個別
に、各種手続き通知書(名義変更･抹消に
関するお知らせ、死亡者通知、転出者通
知、定置場変更通知、放置バイク通知）
を発行できること。

【各種手続き通知書】
名義変更･抹消に関するお知らせ
死亡者通知
転出者通知
定置場変更通知
放置バイク通知

No.2_3
No.2_10

4.3.1. 標識交付証明書発行 標識交付証明書（試乗車含む）を発行で
きること。

No.1_5
No.1_17
No.1_32

4.3.2. 廃車申告受付書発行 廃車申告受付書の発行ができること。 No.1_7,24

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して発行される
証明のため、必須機能と想定してい
る。

4.4.証明書発行
1.即時に標識交付証明書の発行ができること。
また、再発行も可能であること。
2.標識番号はアルファベットを使用できるこ
と。
3.試乗車用の証明書発行ができること。

・車両管理＞異動（新規登録）
7.原付等の登録の際、一連の流れで標識交付証
明書が発行できること。

・車両管理＞異動（名義変更）
22.原付等の名義変更の際、一連の流れで廃車
申告受付書と標識交付証明書が発行できるこ
と。
23.原付等の名義変更の際に発行する廃車申告
受付書について、再登録用部分を出力しないよ
うにもできること。
24.軽自動車税申告（報告）書兼標識交付申請
書が作成できること。

・車両管理＞異動（標識変更）
30.原付等の標識変更の際、一連の流れで廃車
申告受付書と標識交付証明書が発行できるこ
と。

・車両管理＞異動（車台変更）
37.原付等の車台変更の際、一連の流れで標識
交付証明書、廃車申告受付書（再登録用・自賠
責保険用）が発行できること。

■帳票
57.標識交付証明書：オンライン操作で対象車
両を特定し、随時印刷できること

8.1.1 新規車両登録
8.1.2 車両変更登録
8.1.5 証明書交付
・標識交付証明書の出力
・新規登録に伴う証明書（標識交付証明書、廃
車申告受付書）を出力する。

■統計・通知＞転出・死亡者抽出
75.基準日時点で車両を保有している所有者、
使用者で住記上の転出、死亡者、消除者が抽出
できること。
76.抽出した対象に、異動を促す通知が作成で
きること。また、通知を作成した対象一覧が作
成できること。
77.書について、形態及び通知文等の指示、状
況に応じた通知文選択が可能であること。

8.4.3 通知書発行
・各種通知書（転出、死亡など）を出力する。
・登録変更通知書の出力。
・死亡分、転出分、市役所受付車両分、軽自協
会分及び陸運局等分の４種類ごとに決められた
様式での通知文書を出力できること。

・転出・死亡者抽出
123.期間を指定して、その期間内の転出者、死
亡者について抽出できること。
124.抽出した対象に対し変更依頼のはがき及び
送付一覧が作成できること。
また、一覧はデータでも出力できること。

4.2.各種通知発行
6.期間等の条件で対象者を抽出し、死亡、転
出、市内転居等に係る、各種手続き通知書(名
義変更･抹消に関するお知らせ、転出者、定置
場変更、放置バイク通知等)を発行できるこ
と。
なお、市登録分・陸運局分・全件を選択し、抽
出／出力が可能であること。

（緑字：要検討）
現在記載しているものは、ある程度
基幹システムから出力を行う必要性
が高い帳票と考えているが、各種手
続き通知書について他に想定される
帳票があれば追加検討を行う。

■確認事項
①定義されている帳票以外に基幹システムからの出力が望ましい
通知はあるか。

■照会
40.車両照会画面から容易に標識交付証明書、
納税通知書、廃車証明書、廃車申告受付書（強
制保険用）、継続検査用納税証明書の帳票が発
行できること。

■証明書
80.標識交付証明書を発行できること。また、
再発行できること。
86.オンラインで、異動後すぐに証明書の発行
ができること。
再発行ができること。

■照会
40.車両照会画面から容易に標識交付証明書、
納税通知書、廃車証明書、廃車申告受付書（強
制保険用）、継続検査用納税証明書の帳票が発
行できること。

■証明書
81.廃車申告受付書を発行できること。また、
再発行できること。
82.原動機付自転車廃車済書、原動機付自転車
廃車証明書の発行有無および発行日が管理でき
ること。
86.オンラインで、異動後すぐに証明書の発行
ができること。
再発行ができること。

8.1.3 廃車登録
・廃車申告受付書の出力

8.1.5 証明書交付
・新規登録に伴う証明書（標識交付証明書、廃
車申告受付書）を出力する。

・車両管理＞異動（廃車）
13.原付等の廃車の際、一連の流れで廃車申告
受付書（再登録用、自賠責保険用）が発行でき
ること。

・車両管理＞異動（名義変更）
22.原付等の名義変更の際、一連の流れで廃車
申告受付書と標識交付証明書が発行できるこ
と。

・車両管理＞異動（標識変更）
30.原付等の標識変更の際、一連の流れで廃車
申告受付書と標識交付証明書が発行できるこ
と。
31.原付等の標識変更の際に発行する廃車申告
受付書について、再登録用部分を出力しないよ
うにもできること。

・車両管理＞異動（車台変更）
37.原付等の車台変更の際、一連の流れで標識
交付証明書、廃車申告受付書（再登録用・自賠
責保険用）が発行できること。

・車両管理＞他市廃車
74.原付等の他市車両の受付をした際に、廃車
申告受付書（自賠責変更用・再登録用）が出力
できること。

4.4.証明書発行
4.即時に廃車申告受付書の発行ができること。
5.他市町村向けの証明、自賠責保険用の証明の
２種類を一連で出力できること。

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して発行される
証明のため、必須機能と想定してい
る。
（※譲渡欄などの項目については帳
票要件側で定義を行う想定）

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して発行される
証明のため、必須機能と想定してい
る。

■照会
40.車両照会画面から容易に標識交付証明書、
納税通知書、廃車証明書、廃車申告受付書（強
制保険用）、継続検査用納税証明書の帳票が発
行できること。

■照会
40.車両照会画面から容易に標識交付証明書、
納税通知書、廃車証明書、廃車申告受付書（強
制保険用）、継続検査用納税証明書の帳票が発
行できること。

■証明書
83.継続審査用の納税証明書を発行できるこ
と。また、前期以前の納付状況によりエラー
メッセージは表示されること。直前に納付した
場合、領収日を入力して発行できること。
86.オンラインで、異動後すぐに証明書の発行
ができること。
再発行ができること。

■帳票
53.オンライン操作で車検用納税証明書が印刷
できること
※軽自動車税システム以外からの発行でも可

・減免＞減免納税証明書作成
122.当年度の減免対象車両の納税義務者に対し
て、納税証明書（継続検査用）が作成できるこ
と。

（黒字：必須）
納税証明書は基本的に収納側の範囲
となるが、車検用納税証明書に関し
ては課税側での運用が考えられるた
め、軽自WTで協議を行う。

（緑字：要検討）
一括出力機能は納税義務者に車検用
納税証明書を送付することを想定し
たものだが、自治体によって収納
チャネルの有無・送付有無の差異が
あると考えられる。
オプションとする範囲について検討
を行う。

■検討事項
①車検用納税証明書の一括出力機能について、自治体によって収
納チャネルの有無・送付有無の差異があると考えられるが、オプ
ション範囲は以下の想定で問題ないか。
　・コンビニ納付
　・クレジット納付
　・マルチペイメントネットワーク（ペイジー）納付
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

4.4. 発行管理

0810 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0820 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0830 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）への回答
良い。

D市 ③その他 現状、当市の口座振替対象者への納税通知書（はがき）１通につき５
台まで、通知書番号、車両番号、車種、税額が印字されるようになっ
ているが、６台以上所有している場合に２通が連続して印刷されると
いう認識でよろしいか。
それとも、２台以上所有している場合は、納税通知書に印字できる台
数分まとめて１通に印刷するようにする、という旨か。

上記どちらも必要な機能と認識している。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）口座振替対象者への納税通知の名寄せ印字について
記載のとおりの方針で問題ない。

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ②補足事項・疑義あり

0840 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0850 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり 通知書本文等の事前照会後のたたき台が反映されていない。

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0860 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ②補足事項・疑義あり 補足事項・疑義
「納付済年月日」を編集できる項目として追加する。

意見照会事項（１）への回答
良い。

D市 ②補足事項・疑義あり 発行時に台帳情報を変更せずに住所及び氏名の変更ができるのであれ
ば問題ない。
また、年度途中で登録された車両などで、課税自体が無い場合は備考
欄にその旨を記載する機能も必要であると思われる。

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし （１）当該機能の要否
記載の方針で問題ない。

I市 ②補足事項・疑義あり 納税証明書だけではなく、標識交付証明書や廃車申告受付書について
も含んだ議論だったと認識している。在日外国人の氏名を一時的に修
正する等、編集機能が必要な場面はあると考えている。

J市 ①認識相違なし 意見照会事項（１）についても、記載の通りで良いと考える。

K市 ①認識相違なし

0870 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

4.4.2. 通知書再発行 納税通知及び各種通知の再発行ができる
こと。

No.5_2

4.4.3. 納税通知書再発行時に、当初・更正区分
や発行日の指定ができること。
また、過年度分の再発行ができること。

No.5_2

4.4.5. 通知書編集 通知書の項目について、発行時に任意に
編集できること。

【対象項目】
氏名
住所
日付
税額（編集不可項目）

4.4.6. 証明書編集 証明書の項目について、発行時に任意に
編集できること。
また、アスタリスク表示等の形式で非表
示とできること。

【対象項目】
氏名
住所欄
日付
税額（編集不可項目）

4.4.7. 証明書発行制御 以下の条件により、各種証明書発行時に
発行禁止・警告メッセージ表示の設定が
できること。

【制御条件】
車種
未納者
DV支援措置対象者
機微情報対象者

4.4.4. 証明書再発行 証明書の再発行ができること。

4.4.1. 通知書・証明書発行リスト作成 一括作成を行った通知書及び証明書につ
いて、発行者リストを作成できること。

■課税＞当初課税
42.納税通知書・納付書、納税通知書（口
座）、郵便振込票、発送簿の作成ができるこ
と。（納組明細は削除）

4.1.納税通知発行
1.一定の出力条件を指定し、納税通知書（兼納
付書兼継続検査用納税証明書）（当初、更正、
再発行）を発行できること。
当初分については、納税通知書（兼納付書兼納
税証明書）発行リストとしてデータで一括出力
もできること。

（黒字：必須）
引き抜き等の作業で必要と考えられ
るため必須と想定している。

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して必要な機能
であるため必須と想定している。

4.3.通知再発行
1.各通知の再発行ができること。
（納税通知書再発行時に、当初・更正区分や発
行日の指定ができること。）

・車両管理＞異動通知
72.他市の車両を廃車した際に課税物件異動通
知書が作成できること。再発行もできること。

・当初賦課＞納税通知書再発行
109.納税通知書（一般、口座）の再発行ができ
ること。

■課税＞当初課税（返戻・再発行）
52.納税通知書・納付書の再発行ができるこ
と。

■課税＞当初課税
44.現年度分のみならず過年度分の出力も可能
とすること。

■課税＞当初課税（返戻・再発行）
52.納税通知書・納付書の再発行ができるこ
と。

・当初賦課＞納税通知書再発行
109.納税通知書（一般、口座）の再発行ができ
ること。

4.3.通知再発行
1.各通知の再発行ができること。
（納税通知書再発行時に、当初・更正区分や発
行日の指定ができること。）

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して必要な機能
であるため必須と想定している。

■確認事項
①要件に記載の条件以外に再発行時で指定するものはあるか。

■証明書
80.標識交付証明書を発行できること。また、
再発行できること。
81.廃車申告受付書を発行できること。また、
再発行できること。
86.オンラインで、異動後すぐに証明書の発行
ができること。
再発行ができること。

8.4.2 再交付
・納税義務者からの再交付申請を受付け、証明
書を出力する。

・車両管理＞証明書等の再発行
58.標識交付証明書、廃車申告受付書（再登録
用、自賠責保険用）、納税通知書（随時）の再
発行ができること。

4.4.証明書発行
6.証明書の再発行ができること。

（黒字：必須）
どの自治体でも共通して必要な機能
であるため必須と想定している。

（緑字：要検討）
証明書の編集に対応して追加を行っ
たが、当該機能の要否について確認
を行う。
※原則台帳情報の修正を行って発行
することが望ましいと考えている。

（橙字：実装不可）
当該機能を要件化する場合は、税額
部分は任意に変更できないよう定義
を行う必要があると想定している。

■検討事項
①通知書の編集機能の要否
②編集可能な項目として妥当な範囲は要件記載のもので問題ない
か。

■検討事項
①編集可能な項目として妥当な範囲は要件記載のもので問題ない
か。

（緑字：要検討）
証明書の編集を行う必要がある項目
について確認を行う。
※原則台帳情報の修正を行って発行
することが望ましいと考えている。

（橙字：実装不可）
税額部分は任意に変更できないよう
定義を行う必要があると想定してい
る。

8.1.5 証明書交付
・特定のケースではブランク発行機能により証
明書の内容を編集する。

■証明書
83.継続審査用の納税証明書を発行できるこ
と。また、前期以前の納付状況によりエラー
メッセージは表示されること。直前に納付した
場合、領収日を入力して発行できること。
85.車種毎に納税証明書、廃車証明書、標識交
付証明書の発行可否を画面から容易に設定でき
ること。

・照会・発行＞証明書
78.「納税証明書（継続検査用）」を発行する
際には、過去の納付状況をチェックして未納状
態を警告できること。納付状況のチェックは、
パラメータにより過去何年度まで遡るか指定で
きること。
80.車種ごとの納税証明書の発行可否を事前に
設定でき、軽二輪車については、トレーラーは
発行し、１２５～２５０ｃｃの二輪車について
は発行しないので、これらの区分もできるこ
と。

4.4.証明書発行
7.証明発行禁止・禁止解除の設定ができるこ
と。また、その事由を登録できること。
証明発行時に一定の条件により、警告メッセー
ジを表示できること。

（黒字：必須）
本来発行してはいけない対象者に証
明書が発行されることを防ぐうえで
重要性が高い機能のため、必須と想
定している。

（緑字：要検討）
自治体ごとに発行禁止または警告の
対象が異なると考えられるため、制
御条件の整理を行う。

■検討事項
①制御条件として要件記載以外に必要となるものが想定される
か。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

0880 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

5. 返戻・公示

5.1. 返戻・公示処理

0890 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

0900 A市 ①認識相違なし

B市 ①認識相違なし

C市 ①認識相違なし

D市 ①認識相違なし

E市

F市 ①認識相違なし

H市 ①認識相違なし

I市 ①認識相違なし

J市 ①認識相違なし

K市 ①認識相違なし

B市

C市 ①問題なし

D市 ①問題なし

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ②認識相違あり 通知書番号も必要である。

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

B市

C市 ①問題なし

D市 ①問題なし

E市

F市

H市 ①問題なし

I市

②認識相違あり 公示送達日に連動し納期限が切り替わるとは、各自治体ごとに公示送
達を行う時期が異なっていた場合でも、それぞれその月末の営業日が
納期限として設定されるという認識で相違ないか。また、公示送達の
タイミングが、納期限の10日前ぎりぎりになってしまった場合に、翌
月を納期限に指定したい場合、手動で設定することは可能か。

J市 ①問題なし

K市

①問題なし 個別に設定変更する運用はありません。公示送達はまとめて行ってお
り、すべて同じ納期限を設定しています。
公示送達日と納期限までの日数を、最短の日数とするか、最短の日数
より少し長くするか、自治体によって考え方が違うと考え記載したも
のです。

B市

C市 ①問題なし

D市 ①問題なし

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

B市

C市 ①問題なし

D市

②認識相違あり 調査の記録をシステム管理する仕様となっているため、「調査書兼伺
い書」の発行も、公示送達文書の作成と同様に標準仕様としてできる
ようにすべきだと考える。

E市

F市

H市 ①問題なし

I市
②認識相違あり 車種ごとの件数、税額、税率の記載のある総括表も必要である。

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

4.4.8. 発行履歴管理 各通知書および証明書の発行履歴を管理
できること。

【履歴情報の項目】
発行対象者情報
発行日
部数
発行者
通知または証明内容

5.1.1. 返戻者情報管理 通知書等の返戻者情報の管理（登録、修
正、削除）ができること。
返戻者情報の一括登録もできること。

【管理対象項目】
調査記録（調査結果）
調査員
決裁日

No.9_1

5.1.2. 返戻処理 調査結果に基づき、一括または個別で以
下の返戻処理ができること。

【返戻処理】
公示送達日登録
指定納期設定（納期変更）
課税保留
送付先変更

No.9_3
No.9_5

5.1.3. 公示送達対象者抽出

5.1.4. 公示送達処理

5.1.5.

5.1.6.

返戻処理の種類別に対象者を抽出し、リ
ストを出力できること。

公示送達日に連動し、自動で対象者の納
期限が変更されること。

公示送達対象者の調査経過を管理（登
録、修正、削除）できること。

公示送達文書を一括で作成できるこ
と。

その他（納税通知書返戻管理）
・公示対象者一覧データが出力できること。

■帳票
69.告示文書と公示送達対象の一覧が印刷でき
ること
※他のシステムからの出力でも可

5.1.返戻・公示
3.公示送達対象者の一覧をリスト等で抽出でき
ること。

（緑字：要検討）
リスト作成を行う対象は、自治体要
件では公示送達のみであるが、その
他の対象者については定義不要かど
うか確認を行う。

■確認事項
・公示送達と指定納期設定の対象者のリスト出力の要件として記
載を行っているが、修正案の通りたたき台の定義を行う方針で良
いか。

5.1.返戻・公示
4.調査の結果、宛先不明のものについて公示送
達の処理ができること。
公示送達の調査経過を管理（登録、修正、削
除）できること。
5.公示送達文書を作成できること。

・当初賦課＞公示送達の管理
111.公示送達について年度別に管理し課税台帳
画面から確認あるいは遷移機能があること。

■帳票
70.公示送達する対象に、一括で公示送達日を
指定できること
※他のシステムからの出力でも可
71.公示送達日に連動し、自動で対象の納期限
が変更されること
※他のシステムからの出力でも可

No.9_6

No.9_6

■確認事項
①要件に記載のもの以外に履歴情報として保持すべきものは想定
されるか。

（黒字：必須）
発行履歴の管理は業務の検証を行う
上で必要なため、必須と想定してい
る。

（緑字：要検討）
定義にある項目以外に必要な情報は
ないか確認を行う。

・車両管理＞異動通知
73.課税物件異動通知書を発行したものの履歴
が確認できること。
または、一覧がデータで出力できること。

・当初賦課＞納税通知書再発行
109.納税通知書の再発行の履歴が分かること。

・異動処理＞更正＞履歴管理
56.発行履歴管理として、発行帳票名、対象
者、部数、発行者などのデータは発行時に自動
的に保存ができること。

■課税＞当初課税（返戻・再発行）
51.返戻分の納期変更ができること。

その他（納税通知書返戻管理）
・調査記録の登録・修正機能
・納税通知書返戻後の調査記録や調査員名など
を入力できる。

その他（納税通知書返戻管理）
・公示日の登録機能
・公示日登録ができる。
・納期延長がかけられること。

■帳票
70.公示送達する対象に、一括で公示送達日を
指定できること
※他のシステムからの出力でも可
71.公示送達日に連動し、自動で対象の納期限
が変更されること
※他のシステムからの出力でも可

5.1.返戻・公示
2.調査結果に基づき、各種返戻処理（公示送
達、指定納期設定、課税保留、送付先変更等）
ができること。

（黒字：必須）
基本的にはどの自治体でも共通して
実施している業務のため、必須機能
と想定している。

（緑字：要検討）
返戻処理の種類について、要件記載
以外に想定されるものがあるか確認
を行う

■確認事項
①返戻処理のパターンについて、記載のもので過不足ないか。

■確認事項
①管理を行う返戻者情報として要件に記載の項目で過不足ない
か。

（黒字：必須）
基本的にはどの自治体でも共通して
実施している業務のため、必須機能
と想定している。

（緑字：要検討）
管理対象項目について不足はないか
確認を行う

5.1.返戻・公示
1.通知書等の返戻者情報（調査状況・結果、決
裁日等）の管理（登録、修正、削除）ができる
こと。
返戻者情報の一括登録もできること。

・当初賦課＞返戻分の管理
110.返戻分について年度別に管理し課税台帳画
面から確認あるいは遷移機能があること。

（黒字：必須）
公示の際の処理として必要な機能と
想定している。

■確認事項
・納期限を個別に設定変更する運用は想定されないという認識で
良いか記載意図を確認したい。（K市）

・当初賦課＞公示送達の管理
111.公示送達について年度別に管理し課税台帳
画面から確認あるいは遷移機能があること。

5.1.返戻・公示
4.調査の結果、宛先不明のものについて公示送
達の処理ができること。
公示送達の調査経過を管理（登録、修正、削
除）できること。
5.公示送達文書を作成できること。

5.1.返戻・公示
4.調査の結果、宛先不明のものについて公示送
達の処理ができること。
公示送達の調査経過を管理（登録、修正、削
除）できること。
5.公示送達文書を作成できること。

（緑字：要検討）
自治体要求となっているケースが少
ないが、公示対象者の調査経過管理
は一般的な業務要件として必要とい
う認識で相違ないか検討を行う。

（青字：オプション）
基幹システムから出力している自治
体は限定されると考えられるため、
オプションと想定している。

■確認事項
・公示送達対象者のみを5.1.0.返戻者情報とは別途で管理する必
要性がないようであれば、当該要件は削除して問題ないか。

■確認事項
・当該機能についてオプションとして定義を行う方針で良いか。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

6. 照会

6.1. 物件照会

B市

C市 ①問題なし

D市 ①問題なし

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

B市

C市 ①問題なし

D市

①問題なし 全ての案件を網羅することは難しいと思うが、ある程度はパターン化
できると思うので、仕様に無いパターンについては個別に作成して対
応するのでかまわないと考える。

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

B市

C市 ①問題なし

D市

①問題なし 全ての案件を網羅することは難しいと思うが、ある程度はパターン化
できると思うので、仕様に無いパターンについては個別に作成して対
応するのでかまわないと考える。

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

6.2. 収納状況照会

B市

C市 ①問題なし

D市 ①問題なし

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

7. 調定・統計

7.1. 調定処理

B市

C市 ①問題なし

D市 ①問題なし

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

B市

C市

②認識相違あり 【指定条件】の「年度(現年度/過年度)に年度指定(調定年度：〇〇年
度/賦課年度：●●年度)ができることも含まれているか。

D市

④その他 7.1.3で作成するものでかまわない。要件から削除して問題ない。
歳出還付、滞納繰越については収納管理システムで抽出できれば良い
のではないかと思われる。

E市

F市

H市 ①問題なし

I市

②認識相違あり 「歳出還付」及び「滞納繰越」についても、過年度の調定減であるた
め、当市では課税側で調定起案している。そのため、軽自動車税シス
テムでの抽出が望ましいが、課税側で収納システムを使用して7.1.3
の様な項目の月別調定異動表が出力できるのであれば、問題ない。

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

B市

C市 ①問題なし

D市

②認識相違あり 7.2.1課税状況調の要件で第３３表を作成する際に「官公署課税区
分」、「合衆国軍隊の構成員等の区分」が必要になるのではないかと
思ったが、課税区分以外の項目で定義し抽出することが可能なのか。
もし不可能なのであれば、1.1.9の要件でオプションではなく必須要
件にしなければならないのではないか。それに伴って本要件の「※課
税区分に包有されていれば可」の文言も削除される必要があるのでは
ないか。

E市

F市

H市 ①問題なし

I市

②認識相違あり 「随時課税」として集計するのではなく、当初課税時に出力した調定
額から、月ごとに異動分の調定額、台数が集計される必要がある。そ
のため、項目として「前回累計額」、「増額分」、「減額分」、「異
動分」、「今回調定額」が必要である。
また、当市では調定表において納税義務者数は特に集計していない
が、別途、任意の期間で調定した（増減ともに）車両について、納税
義務者ごとに一覧になった「調定リスト」が出力される。調定額と台
数の総括的な調定表とは別に、上記のような対象者のリストを抽出で
きる機能が欲しい。

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

（黒字：必須）
物件照会の調査票は、どの自治体で
も作成を行うため、必須機能と想定
している。
ただし、基幹システムから出力せず
に個別作成を行う自治体も多いと認
識しているため、要件化の要否につ
いては認識を確認したい。

（黒字：必須）
物件照会の調査票は、どの自治体で
も作成を行うため、必須機能と想定
している。
ただし、基幹システムから出力せず
に個別作成を行う自治体も多いと認
識しているため、要件化の要否につ
いては認識を確認したい。

（黒字：必須）
どの自治体でも調定処理を実施する
ため必須機能と想定している。

（緑字：要検討）
調定表の作成条件として、一般的な
ものが網羅できるように機能要件の
定義を行う。

（緑字：要検討）
集計表の作成条件として、一般的な
ものが網羅できるように機能要件の
定義を行う。

■確認事項
①物件調査票をシステム出力することについて、業務改善効果が
期待できるか。

6.2.1. 収納状況照会

7.1.3.

6.1.1. 物件照会への回答（回答書作成）

6.1.2.

6.1.3. 物件照会（調査票作成）

他自治体、警察等からの物件照会に対し
て、必要な情報を出力した回答書が作成
できること。

他自治体、警察等への回答については照
会のあったもののみに回答できるよう表
示項目を選択できること（空欄出力も
可）。

陸運支局、軽自動車検査協会、他自治体
に対して、物件調査票の作成が行えるこ
と。

収納状況を確認できること。

当初賦課処理及び更正処理に係る調定処
理を一括で行うことができること。

年度または対象月を指定して以下の調定
資料を作成できること。

【調定資料】
調定表
調定増減表

種類別、月別に以下の集計表を作成でき
ること。

【集計対象】
車両台数
納税義務者数
調定額

7.1.1. 調定処理

7.1.2. 調定表作成

■確認事項
①物件調査票をシステム出力することについて、業務改善効果が
期待できるか。

■検討事項
①基本的な調定資料としては左記のもので過不足ないか。

■検討事項
①調定資料でどのようなものを用意するかは自治体間で差異があ
ると考えられるため、ある程度共通して必要になる集計表として
左記のものが妥当であるか。

No.6_2

No.6_2

No.6_4

No.3_4
No.3_17

No.3_5
No.3_18

8.5.1 物件照会
・他市町村からの照会を受付け、回答文書に必
要な情報を出力する。

・オンライン処理＞共通＞検索
3.「車台番号」で検索する場合は、一部文字で
検索できること。曖昧検索にも対応でき、盗難
車照会など警察からの問合せにも協力できるこ
と。

・照会・管理＞他市照会等
96.他市町村からの廃車申告の受付の照会、放
置等の照会を受けた車両を抽出するためのフラ
グ機能等があること。

6.1.物件照会への回答
1.他自治体、警察（公安委員会）等からの物件
照会に対して、必要な情報を出力した回答書が
作成できること。
2.回答書は、他自治体、警察（公安委員会）等
からの照会番号の順番に作成できること。
3.他自治体、警察署等への回答については照会
のあったもののみに回答できるよう表示項目を
選択できること（空欄出力も可）。

6.1.物件照会への回答
3.他自治体、警察署等への回答については照会
のあったもののみに回答できるよう表示項目を
選択できること（空欄出力も可）。

8.3.1 更正申告受付登録
8.3.3 税額変更
・登録機関の回答書の出力

6.2.物件照会
1.陸運支局、軽自動車検査協会、他自治体等に
対して、必要な情報を出力した物件調査票の作
成が行えること。

（黒字：必須）
物件照会を受けた場合は、どの自治
体でも回答書作成を行うため、必須
機能と想定している。

（黒字：必須）
実施自治体が少ないと見受けられる
が、本来的には照会項目以外の情報
を回答することを望ましくないと考
えられるため、実装必須と想定して
いる。

■検討事項
①実際当該要件の事務を行っている自治体は多くないと想定して
いるが、機能として実装されても利用される見込みがあるか。

1.1.車両情報管理
20.収納状況を確認できること（廃車登録、照
会等の際）。

・照会・管理＞収納情報
89.課税台帳画面から最低過去7年度分の収納情
報（収納額、延滞金、納付日等）の確認あるい
は遷移機能があること。
90.照会時点での、未納分に対する延滞金が確
認できること。

■統計・通知＞調定
71.基準日時点の調定額、課税台数、減免台
数、減免未申告台数、非課税台数、課税保留台
数を集計し調定表を車種毎に作成できること。

8.2.3 調定表作成
・賦課処理結果をもとに、調定表を出力する。

8.3.5 調定表作成
・更正結果をもとに、調定表を出力する。

・バッチ処理＞当初課税処理＞調定表作成
104.指定された年度の調定表を作成すること。

・バッチ処理＞随時処理＞調定表(増減項目
有）作成
122.指定された年度で調定表を作成すること。
（増減項目有）
124.月単位の調定内容、車両台数に関する資料
を出力できること。

7.1.調定処理
1.当初賦課処理及び更正処理に係る調定処理を
一括で行うことができること。

■統計・通知＞調定
71.基準日時点の調定額、課税台数、減免台
数、減免未申告台数、非課税台数、課税保留台
数を集計し調定表を車種毎に作成できること。

■統計資料
84.車両種別ごとに調定額の集計ができること
85.車両種別ごとに月々の調定額の集計ができ
ること

・バッチ処理＞随時処理＞調定表(増減項目
有）作成
123.車種別の調定表が作成できること。また、
ＣＳＶデータとして出力できること。
124.月単位の調定内容、車両台数に関する資料
を出力できること。

7.1.調定処理
2.調定表(現年度分、過年度分)を作成できるこ
と。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

7.2. 統計

B市

C市 ①問題なし

D市 ①問題なし

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

B市

C市

D市

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市

K市

B市

C市
①問題なし

D市
②認識相違あり CSV出力と、エクセル出力が必要だと考える。

E市

F市

H市
①問題なし

I市
①問題なし

J市
①問題なし

K市
①問題なし

8. 検索

8.1. 検索

8.1.1.
B市

C市
①問題なし

D市
①問題なし

E市

F市

H市
①問題なし

I市

④その他 問い合わせ対応等で、収納側の対応記事を参照する必要があるため、
課税側でも収納システムを参照可能であれば問題ない。

J市
①問題なし

K市
①問題なし

B市

C市
①問題なし

D市
①問題なし

E市

F市

H市
①問題なし

I市

④その他 問い合わせ対応等で、収納側の対応記事を参照する必要があるため、
課税側でも収納システムを参照可能であれば問題ない。

J市
①問題なし

K市
①問題なし

9. その他

9.1. システム管理

B市

C市 ①問題なし

D市

①問題なし 軽自動車税申告書の記載では、メーカー名（ホンダ・ダイハツなど）
は「車名」と表記されており、車の名前（ムーブ・コンテなど）は
「通称名」と表記されている。仕様書の表現も揃えるべきではない
か。

E市

F市

H市 ①問題なし

I市

④その他 当市では左記以外に、登録事由コード（購入、譲渡、転入他）、所有
形態コード（自己所有、課税保留他）、課税区分コード（課税、非課
税他）など多岐にわたるコード管理がある。
ただし、左記のとおりシステム毎に管理方法の差異があるため、以下
の観点を中心に事業者に照会していただきたい。
①定型的に使用する項目
　例）車名や車種など何度も入力するものなど
②表記について同一性が求められる項目例）入力者によってﾆｯｻﾝや日
産自動車など表記ゆれが生じないようにする
必要があるものなど
③項目の追加・修正が可能なこと
　例）軽課の税率が変更したり追加した場合もコードを追加できるな
ど
④世代管理や時限的な管理ができること
　例）H31.3.31まではこの税率コードが適用されるが、H31.4.1から
は追加
した税率コードが適用されるなど

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

■確認事項
①要件記載のもの以外に検索条件として必要なものはあるか（あ
いまい検索・複合検索の機能は共通側で定義）。

■確認事項
①任意で追加するコードは記載のもので過不足ないか。
②追加する運用が想定されないコードはあるか。
③B市記載の車両コードについて、具体的にどのようなものを想定
しているか。

（黒字：必須）
国への報告のためどの自治体でも必
要な機能と考えている。

※都道府県への照会結果を踏まえて
たたき台の更新を行うため、こちら
は保留とする。

（黒字：必須）
庁内報告・分析用の各種集計や任意
の一覧を作成するなど柔軟な業務対
応を行うための基礎データの抽出機
能は必須と考えている。

（黒字：必須）
問い合わせ対応等どの自治体でも必
要な機能と想定している。

（黒字：必須）
問い合わせ対応等どの自治体でも必
要な機能と想定している。

（緑字：要検討）
追加を行う可能性のある各種コード
について、記載のもの以外に必要性
の高いものがあるか確認を行う。

7.2.1. 課税状況調

7.2.2 都道府県報告資料

7.2.3 EUC

検索対象

8.1.2. 検索条件

課税状況調（第１表、第33表）を作成で
きること。

都道府県への報告書類を作成できるこ
と。
（交付税資料等）

EUC機能（汎用のデータ抽出機能）を有
していること。
・任意の抽出条件を指定し、条件に該当
するデータを抽出できること。
・テーブル結合によるデータ抽出もでき
ること。
・抽出結果は、CSVなど加工可能なデー
タ形式で出力できること。
・任意の抽出条件を保存することがで
き、保存した条件でデータ抽出ができる
こと。

軽自動車税に係るすべての情報（台帳記
載事項、異動情報、帳票発行履歴）を照
会できること。

以下の条件で検索ができること。
【検索条件】
氏名（カナ・漢字・アルファベット、旧
姓、外国人通称名）
生年月日
住所（郵便番号、方書含む）
住民管理番号（整理番号）
世帯番号
個人番号（マイナンバー）
法人管理番号
車台番号
車両番号（標識番号）
通知書番号

管理項目で使用する各種コードを管理
（登録・修正・削除）できること。

【対象コード】
車種コード
標識コード（標識サイン）
形状コード
用途コード

9.1.1. コード管理

※都道府県への照会結果受領後に更新

No.7_1
No.7_2

No.7_4

■統計・通知＞課税状況調
72.課税状況調べ

■統計・通知＞EUC
79.EUC機能を有すること。
こちらが指定した時点のデータ（年度単位でも
よい）で、あらゆる項目、あらゆる条件で抽出
できること。

8.6.1 統計情報作成報告
・都道府県に報告するための、各種統計（集
計）情報に必要な情報を出力する。

・EUC＞データ抽出＞抽出条件設定
93.任意の抽出条件を指定し、条件に該当する
データを抽出し、画面表示できること。

・バッチ処理＞統計処理＞課税状況調作成/種
類別台数表作成
112.指定された賦課年度を対象に、車両区分、
車種、課税区分ごとに分けて作表すること。
121.指定された年度の登録車両を抽出し、車種
別台数表を作成すること。

7.2.統計
1.EUC機能（汎用のデータ抽出機能）を有して
いること。

■照会
32.車両の異動履歴が一覧形式で照会できるこ
と。また、一覧から選択することによりその時
点の自動車台帳を照会できること。
33.標識番号を検索キーとした車両の異動履歴
(廃車含む)と車体番号を検索キーとした車両の
異動履歴(廃車含む)を一覧形式で照会できるこ
と。
39.項目修正をした場合、修正内容を履歴とし
て照会できること。

・オンライン処理＞共通＞検索
8,14.該当者一覧上で「住所」の補助資料とし
て「行政区名」が確認できること。

・異動処理＞更正＞履歴管理
60.車両の賦課履歴（過年度含む）が照会でき
ること。

・照会・発行＞照会＞全般
71.車両の異動更新を実施した操作者情報（更
新日時、操作者名、場所等）が照会できるこ
と。

■照会
28.標識番号、個人番号、氏名かな、氏名漢
字、生年月日、世帯番号、年度、通知書番号、
車台番号、住所を指定しての検索ができるこ
と。

8.1.1 新規車両登録
8.1.2 車両変更登録
8.1.3 廃車登録
・検索条件は「標識番号」「車台番号」「納税
通知書の通知書番号」「カナ氏名（旧姓を含め
て検索できる機能があること）」「生年月日」
「宛名番号」「住登外区分」「漢字氏名」「住
所（町名）」「住所（地番）」「法人番号」。

■検索
10.検索対象車両に、廃車車両を含む場合と含
まない場合を選択できること

■画面表示
78.現年を含め過去の課税情報が参照できるこ
と（最低でも７年分）

・照会・管理＞名寄照会
78.個人名寄照会（廃車分を含む）ができるこ
と。

・照会・管理＞履歴照会
80.同一車両での登録履歴が確認できること。

・照会・管理＞履歴の管理
82.処理履歴を持ち、過去の処理内容の確認が
できること。

8.1.検索
1.軽自動車税に係る諸情報（車両、課税者の基
本情報、課税情報等）及び異動履歴（帳票発行
履歴、特記事項（メモ）等を含む）を照会でき
ること。

・オンライン処理＞共通＞検索
1.検索条件として、所有者・使用者の「生年月
日」「性別」「カナ氏名」「漢字氏名」「住民
コード」「世帯コード」「住所」「方書」「住
所コード」、車両情報としての「標識番号」
「車台番号」「一車コード」からの検索ができ
ること。
2.「標識番号」で検索する場合は、「地域名」
「分類番号」「ひらがな」「登録番号」のいず
れかのみの条件設定でも検索できること。
3.「車台番号」で検索する場合は、一部文字で
検索できること。曖昧検索にも対応でき、盗難
車照会など警察からの問合せにも協力できるこ
と。
4.旧姓、旧住所等での検索ができること。
10.納税義務者の検索範囲を住民区分によっ
て、「全件」「個人」「法人」であらかじめ限
定して検索ができること。また、検索結果確認
後に検索範囲を変更しての再検索にも対応して
いること。

■検索
1.住所・氏名漢字・氏名カナ（法人の場合は名
称）で検索できること
※方書でも検索できるほうが望ましい
2.生年月日（西暦・和暦・年・年月）・性別で
検索できること
3.個人番号・法人番号・世帯番号で検索できる
こと
5.車台番号で検索できること
6.納税通知書番号で検索できること
7.マイナンバーで検索できること

・照会・管理＞基本検索
75.標識番号、車台番号、納税義務者・所有
者・使用者（以下「納税義務者等」）のカナ・
漢字等、納税義務者等の個人法人コード、生年
月日等を指定しての複合検索ができること。

・照会・管理＞あいまい検索
76.納税義務者等（カナ・漢字等）、標識番
号、車台番号について、あいまい検索（前方、
中間、後方一致）ができること。（標識番号を
標識連番のみで検索など）

8.1.検索
2.氏名（カナ・漢字・アルファベット、外国人
通称名）、住所、住民番号（整理番号）、法人
管理番号、標識番号、車台番号、通知書番号、
生年月日等での検索ができること。

■車両登録＞異動入力
9.車両コードは画面から容易に追加・修正・削
除できること。車両コードの選択時の入力候補
の表示・非表示ができること。

・異動処理＞車両管理＞新規登録
35.標識記号コードの追加に対応できること。

・車両管理＞管理項目
1.管理項目は以下に示すものを最低限満たすこ
と。
※各管理項目の表示桁数については、桁落ちす
る項目がないよう十分な桁数を用意すること。
※管理項目で使用するコード等については柔軟
に拡張できること。
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【仕様書たたき台】標準仕様書（機能）_03_軽自動車税（種別割）

修正方針への見解
（選択式）

補足事項・疑義・意見照会等への回答記入欄

WT議事・修正方針への構成員回答

団体機能名称 仕様書たたき台

標準化候補検討

検討項目（論点案）要件の考え方・根拠B市
業務フロー
との対応

C市 H市 I市D市 E市

選定地方団体_機能要件

B市

C市 ①問題なし

D市

④その他 自治体ごとに旧税率に差異があると思うが、状況に応じて適宜変更す
るような運用は想定しない。
何かの折に税率改正がなされた場合、変更が必要になるが、めったに
ないと思われるので、システム業者に依頼する等して変更するように
して、職員が変更できる必要は無いと考える。

E市

F市

H市 ①問題なし

I市 ①問題なし

J市 ①問題なし

K市

①問題なし もしも希望する自治体が出てきた場合、制度上はシステム対応が必要
と思われるが、今のところ当市では標準税率以外を適用する可能性は
極めて低い。

9.2. その他機能

B市

C市 ①問題なし

D市

現状、システム更新の際など、テスト系（検証環境）に適用しても
らったものを一度確認してから本番系に適用してもらっている。ま
た、テスト系で適宜操作確認をすることもあるので、一定のタイミン
グで本番系の内容が同期され、最新の状態のデータでテストできるよ
うになっている必要があるのではないかと考える。
税額シミュレーションについてのみなら、年１回程度データを用意し
てもらう運用でかまわないと思うが、それ以外でも必要となると考え
られるので、本番系のデータ同期はある程度の頻度で自動的に行われ
るべきと考える。

E市

F市

H市 ①問題なし

I市

④その他 翌年度の当初賦課額がいくらになるかのシュミレーションであれば、
検証環境でも可。検証環境を使用する頻度については、事業者対応で
あれば、左記のとおりで問題ないが、バッジ等で任意のタイミングで
シュミレーションが出来た方が利便性が高いため、その場合は定期的
に本番機に合わせたデータ更新がされるとよい。
また、当初賦課の税額シュミレーションとは別に、本番機の車両画面
に翌年度軽課になるものや、何年度から重課になるかを表示する機能
があると望ましい。

J市 ①問題なし

K市 ①問題なし

B市

C市
③わからない

D市
①問題なし

E市

F市

H市
①問題なし

I市
①問題なし

J市
①問題なし

K市
①問題なし

■確認事項
①当該機能の要否。
②税額のシミュレーション機能は、検証環境で実施するような実
現方法で問題ないか。

■検討事項
①駐在米軍基地のある自治体は限定され、基幹システム外で管理
を行っている団体もあると認識しているため、オプション機能と
して問題ないか。

■確認事項
①当該区分の車両は日米地位協定に基づいた課税が行われると考
えられる。当該区分に関連する業務要件として以下を想定してい
るがこれ以外の要件もしくは認識相違あるか。
　a)当初課税処理時に別途処理を行う
　b)米軍人用の納付書の発行を行う
　c)米軍車両証紙の発行を行う

（黒字：必須）
車種ごとに税率は異なり、環境性能
割りなどである程度頻繁に税率が改
定されると考えられるため、必須機
能と想定している。

（青字：オプション）
駐在米軍基地の有無で自治体によっ
て要否が分かれることが想定される
ため、オプション機能と想定してい
る。

（緑字：要検討）
歳入予算を編成する際に根拠資料と
して、歳入予測として税額のシミュ
レーションを行う自治体は多いと推
定されるが、要否についてはWTで確
認を行う。

9.1.2. 税率管理

9.2.1. 税額シミュレーション

9.2.2. 駐留軍人軍属私有車両に係る課税
対応
（米軍車両対応）

車種ごとに適用税率を管理（登録・修
正・削除）できること。

システム内で管理している軽自動車に係
る情報（重課、軽課含む）をもとに、翌
年度の税額のシミュレーションができる
こと。

駐留米国軍人に係る課税に対応する機
能として以下を有すること。

・米軍車両区分について管理（登録、
修正、削除）できること。
・対応した標識情報を管理できるこ
と。
・日米地位協定に基づく課税額の算出
ができること。
・駐留米軍用軽自動車税納付書の発行
ができること。
・駐留米軍用軽自動車税証紙を発行で
きること。

・システム設定＞定数管理
91.「税率」は車種ごとに設定でき、年度ごと
に管理できること。

・照会・管理＞税額の管理
84.車種ごとの税額を年度別に設定し管理する
ことができること。
85.税額の各年度初期値は前年度の税額を引き
継ぐこと。

・照会・管理＞納期の管理
86.月ごとの納期を年度別に設定し管理するこ
とができること。

9.1.システム管理
2.適用税率を登録・修正等管理できること。
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